
様式３－１－１ 行政執行法人 年度評価 評価の概要 

１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人国立公文書館 
評価対象事業年度 年度評価 平成 28年度 

主務省令期間 平成 27～31年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 内閣総理大臣 
 法人所管部局 大臣官房 担当課、責任者 公文書管理課長 畠山 貴晃 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課長 河田 浩樹 

 
 
３．評価の実施に関する事項 
独立行政法人国立公文書館の自己評価に対して、独立行政法人国立公文書館の業務の実績等に関する評価基準（平成 27 年 6 月 15 日内閣総理大臣決定）に基づき、主務大臣による評価を実施する。また、

点検を行うに際して、内閣府独立行政法人評価等のための有識者懇談会を開催し、意見を聴取する。 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし 
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様式３－１－２ 行政執行法人 年度評価 総合評定 

１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：法人の活動により、年度目標における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）主務省令期間における過年度の総合評定の状況 

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 

Ｂ Ｂ － － － 

評定に至った理由 項目別評定のうち、「１国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」については、12 項目中２項目の評定がＡ、10 項目の評定がＢであり、「２業務運

営の効率化に関する事項」及び「４その他業務運営に関する重要事項」については、評定がＢ、「３－１自己収入の増加」は評定がＡであった。また、全体の評定を下げる事象も

なかったことを勘案して、全体の評定をＢとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 行政執行法人に移行して２年目となる平成 28 年度では、「展示等の実施」（重要度「高」）、「国際的な公文書館活動への参加・貢献」及び「自己収入の増加」の項目について、

所期の目標を上回る成果を上げるとともに、年度目標において重要度「高」とされた歴史公文書等の選別等に係る専門的技術的助言の実施、受入れ後１年以内の利用提供、研修の

実施について、所期の目標を達成している。以上のように、各般の業務を適切かつ効率的に実施し、法人全体として所期の目標を達成することができたと言える。 
 
 
 
 
 
 

全体の評定を行う上で特

に考慮すべき事項 
特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 
 
 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した課

題、改善事項 
特になし。 
 

その他改善事項 該当なし。 
 

主務大臣による監督命令

を検討すべき事項 
該当なし。 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見 国立公文書館の業務は、法令等に従い適正に行われるとともに、年度目標の着実な達成に向け、事業計画に基づき効果的かつ効率的に実施され、その業務実績は国立公文書館に

よる自己評価書において正しく示されている。なお、役員の職務の遂行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認められない。 
その他特記事項 特になし。 
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様式３－１－３ 行政執行法人 年度評価 項目別評定総括表 

年度目標（事業計画） 年度評価 項目別調

書№ 
備考 
 

 年度目標（事業計画） 年度評価 項目別調

書№ 
備考 
  ２４

年度 
２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
  ２４

年度 
２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  ２．業務運営の効率化に関する事項  
 (1)行政文書等の管理に関する適

切な措置 B B B B B 1－1 ○ 
  業務運営の効率化に関する事項 A A B B B 2  

        
(2)歴史公文書等の保存及び利用

その他の措置 
①保存に関する適切な措置 
ア 受入れに関する措置 

B A B B B 1－2 ○ 

         

イ 保存に関する措置 A A B B B 1－3           
②利用に関する適切な措置 
ア 利用の請求に関する措置 

A A B B B 1－4  
         

イ 利用の促進に関する措置 
ⅰ）展示等の実施 

A A S 

B A 1－5 ○ 
         

ⅱ）デジタルアーカイブの運用

及び充実 
B B 1－6  

 ３．財務内容の改善に関する事項  

ⅲ）利用者層の拡大に向けた取

組 
A B 1－7  

  (1)自己収入の増加 A A A B A 3－1  

③連携協力、調査研究、国際的

な公文書館活動への参加・貢献 

ア 地方公共団体、関係機関との

連携協力 

A A B B B 1－8  

イ 調査研究 A A B B B 1－9   (2)保有資産の見直し等 － － － － － 3－2  

ウ 国際的な公文書館活動への参

加・貢献 
A A A B A 1－10  

         

(3)研修の実施その他の人材の養

成に関する措置 
A A A A B 1－11 ○ 

         

(4)アジア歴史資料センターにお

ける事業の推進 
B A A B B 1－12  

 ４．その他業務運営に関する重要事項  

          その他業務運営に関する重要事項 A A B B B  4  
        
                 
                 

 

※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す。 
難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線を引く。 

※主務省令期間で経年表示する。 
※平成 26 年度業務実績評価から、評価基準が変更となり、「Ｂ」評定が標準となっている。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ （１）行政文書等の管理に関する適切な措置 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
公文書管理法第８条（移管又は廃棄）、第９条第４項（実地調査等）、国立公文書館

法第 11条（中間書庫、専門的技術的助言、実地調査等） 
当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】保存期間満了時の措置（移管又は廃棄）の適否及び

廃棄協議の際の廃棄の適否に関する専門的技術的助言は、歴史公文

書等の移管及び行政文書ファイル等の廃棄を確実・円滑に進める上

で重要な役割を果たすものであり、体制を整備した上で数値目標を

定め、効率的に行う必要がある。 

関連する政策評価・行

政事業レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
専門的技術的な助言の実施件数 予算額（千円） 

－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
保存期間満了時

の措置の適否 

3,500,000

件以上 
－ 1,797,528件 1,683,076件 2,670,203件 3,213,981件 3,537,033件 

決算額（千円） 
－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
廃棄協議 

－ － 1,974,800件 767,457 件 1,946,846件 1,315,447件 2,147,745件 
経常費用（千円） 

－ － － 1,457,028 

の内数 
1,551,931 

の内数 

中間書庫の受託実績数 
経常利益（千円） 

－ － － 1,465,704 

の内数 
1,462,878 

の内数 
受託文書数 

－ － 5,201冊 8,934冊 7,483冊 12,589冊 9,717冊 
行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 1,710,578 

の内数 
1,785,185 

の内数 
受託機関数 

－ － ５機関 ５機関 ６機関 ６機関 ８機関 
従事人員数 

－ － － 49 

の内数 

52 

の内数 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
ⅰ）公文書管理法及び

国立公文書館法（平成

11年法律第 79号）に基

づき、内閣府における

同法及び各種ガイドラ

イン、歴史公文書等に

関する各種基準等の運

用及び改善に関し、専

門的知見に基づく調査

分析や助言等の支援を

行うこと。また、内閣総

理大臣からの委任に基

づく実地調査を適切に

行うこと。 

ⅰ）内閣府における公

文書管理法及び国立公

文書館法（平成 11年法

律第 79 号）及び各種ガ

イドライン、歴史公文

書等に関する各種基準

等の運用及び改善に関

し、専門的知見に基づ

く調査分析や助言等の

支援を行う。また、内閣

総理大臣からの委任に

基づく実地調査を適切

に行う。 

＜主な定量的指標＞ 

・行政機関が設定する

行政文書ファイル等

の保存期間満了時の

措置（レコードスケ

ジュール）の確認を

年間 350 万件以上実

施 

 

＜その他の指標＞ 

・各種基準等の運用及

び改善に関する内閣

府に対する支援状況 

・歴史公文書等の選別

等に係る専門的技術

的助言 

・中間書庫業務の実施

状況 

 

＜評価の視点＞ 

業務の効率化等を図り

つつ、歴史公文書等の

選別のための支援等が

適切に行われている

か。また、中間書庫業務

について、実施場所の

変更に伴う状況等を勘

案し、適切に実施して

いるか。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・平成 28 年 11 月 15 日付けで、公文書等の

管理に関する法律に基づく行政文書ファ

イル等の移管・廃棄等に関する手順につい

て（平成 23 年４月１日付け内閣府大臣官

房公文書管理課長決定）が改正された。館

は、当該決定の改正に先立ち、公文書管理

課からの照会に対して回答を行い、専門的

知見に基づく助言等の支援を行った。 

・平成 28 年 11 月 28 日付けで、内閣官房領

土・主権対策企画調整室内閣参事官及び内

閣府大臣官房公文書管理課長から各行政

機関副総括文書管理者宛てに、「領土・主権

問題に関する行政文書ファイル等の管理

について（通知）」が発出された。館は、当

該通知の発出に先立ち、公文書管理課から

の照会に対して回答を行い、専門的知見に

基づく助言等の支援を行った。 

・行政文書ファイル等の移管、廃棄等に関す

る手順等に係る支援として、館への歴史公

文書等の円滑な移管を確保する観点から、

一元的な文書管理システムの動作確認等

を行うとともに、その結果の連絡や改修に

係る要望、提案等を行うことを通じて、内

閣府及び総務省を支援した。 

・内閣総理大臣が歴史公文書等の適切な移管

を確保するために必要があると認めて、館

に実地調査をさせた実績はなかった。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

重要度：高とされている、保存期間満了時

の措置（移管又は廃棄）の適否及び廃棄協議

の際の廃棄の適否に関する専門的技術的助

言については、新たに３名の公文書専門員を

採用することで体制を強化した。また、保存

期間満了時の措置の適否に係る専門的技術

的助言については、事業計画上の数値目標と

して、前年度実績比約９％増にあたる約 350

万件以上を設定し、前年度実績比約 10％増、

数値目標比約１％超の約354万件の助言を行

った。その際、約 6,800件に上る“移管が適

当である”等の意見に加え、ファイルの名称

等の情報だけでは保存期間満了時の措置の

確認ができないことから、当館から行政機関

へ照会し、その結果について記載した件数も

約 12 万件にも上った。また、廃棄協議の際

の廃棄の適否に関する専門的技術的助言に

ついては、前年度実績比約 63％増の約 215万

件の助言を行った。 

また、公文書管理課長決定の改正等につい

て、公文書管理課からの照会に対応し、内閣

府を支援した。 

また、中間書庫業務について、行政機関か

ら委託を受けた文書全てを、つくば分館に設

置されている中間書庫において、適切に保存

及び管理し、行政機関の一時利用申込みの際

には、移送サービスを通じて効果的、効率的

な利用を図るとともに、保存期間満了時には

円滑な移管作業の代行を行った。 

これらを踏まえれば、所期の目標を上回る

成果が得られていると認められることから、

Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、行政機関が設定する行政文書フ

ァイル等の保存期間満了時の措置について

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

内閣府大臣官房公文書管理課長決定（公文書等の管理に関す

る法律に基づく行政文書ファイル等の移管・廃棄等に関する手

順について）の改正等に先立ち、内閣府からの照会に回答した

こと、また、歴史公文書等の円滑な移管を確保する観点から、

平成 26 年度から導入された一元的な文書管理システムの動作

確認等を実施するとともに、その結果の連絡や改修に係る要望、

提案等を通じて内閣府及び総務省への支援を行ったことなど、

専門的知見に基づく調査分析や助言等の支援を行っていると認

められる。なお、平成 28年度においては内閣総理大臣からの委

任がないため、行政機関に対する実地調査は行っていない。 

重要度：高である保存期間満了時の措置の適否に関する専門

的技術的助言について、体制の強化・整備により、評価・選別

作業を効率的に行うことで、年度目標に掲げる年間 350 万件以

上の助言を実施したこと、昨年度評価の指摘事項である平成 27

年度満了文書のうち、平成 27年度内に専門的技術的助言ができ

なかった残余分の助言を実施したこと、廃棄協議の際の廃棄の

適否について、前年度実績比約 63％増の約 215万件の助言を実

施したことは評価できる。 

 もっとも、保存期間満了時の措置の適否に関する助言は前年

度の助言件数（約 321万件）の 10％増であるものの、所期の目

標値の１％増であること、また、廃棄の適否に関する助言は年

度目標において定量的指標は設けておらず、当該実績を以て年

度目標における所期の目標を上回る成果が得られているとまで

は認め難い。 

中間書庫業務について、行政機関への意向調査を踏まえ、平

成 26年度に移転したつくば分館での中間書庫において、過不足

なく排架しており、適切な保存・管理を行っていることが認め

られるとともに、行政機関による一時利用申込みに対して、利

用者の要望に応じて移送できるように外部委託による移送サー

ビスを通じて効率的、効果的な利用を図っていると認められる

ことから、所期の目標を達成していると評価できる。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を達成している

としてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

保存期間満了時の措置の適否及び廃棄協議の際の廃棄の適否

ⅱ）行政機関及び独立

行政法人等における歴

史公文書等の選別等に

係る適切な判断を支援

するため、必要に応じ

て専門的技術的助言を

行うこと。 

【重要度：高】 

保存期間満了時の措置

（移管又は廃棄）の適

ⅱ）行政機関及び独立

行政法人等における歴

史公文書等の選別等に

係る適切な判断を支援

するた め、必要に応じ

て専門的技術的助言を

行う。 

 

数値目標：歴史公文書

等の選別等に係る専門

・専門的技術的助言を行うに当たって、新た

に３名の公文書専門員を採用することで、

確認作業を実施する体制の充実を図った。 

・約 354万件の行政文書ファイル等に対して

保存期間満了時の措置の適否に係る専門

的技術的助言を実施した。各行政機関との

１回のやり取りで移管又は廃棄の判断が

可能となるように照会の内容を工夫する

とともに、各行政機関からの回答期限を設

定することなどにより、確認作業を効率的
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否及び廃棄協議の際の

廃棄の適否に関する専

門的技術的助言は、歴

史公文書等の移管及び

行政文書ファイル等の

廃棄を確実・円滑に進

める上で重要な役割を

果たすものであり、体

制を整備した上で数値

目標を定め、効率的に

行う必要がある。 

【指標】 

歴史公文書等の選別等

に係る専門的技術的助

言：行政機関が設定す

る行政文書ファイル等

の保存期間満了時の措

置（レコードスケジュ

ール）の確認年間350万

件以上 

的技術的助言  

行政機関が設定する行

政文書ファイル等の保

存期間満了時の措置

（レコードスケジュ 

ール）の確認を年間 350

万件以上実施 

 

に進めた結果、専門的技術的助言の実施件

数は前年度実績（約 321 万件）比約 10％増

となった。その際、約 6,800 件に上る“移

管が適当である”等の意見に加え、ファイ

ルの名称等の情報だけでは保存期間満了

時の措置の確認ができないことから、当館

から行政機関へ照会し、その結果について

記載した件数も約 12 万件にも上った。 

・なお、平成 27 年度満了文書のうち、平成

27 年度内に専門的技術的助言ができなか

った残余分（約 80 万件）については、平

成 28 年度内に助言を行った。また、平成

28 年度満了文書のうち、年度内に専門的技

術的助言ができなかった残余の約 72 万件

については、引き続き精査作業を進め、平

成 29 年度に助言を行うこととしている。

・約 215 万件の行政文書ファイル等に対し

て、廃棄協議の際の廃棄の適否に関する専

門的技術的助言を実施し、前年度実績（約

132 万件）比約 63％増となった。 

・平成 28 年度末までに保存期間が満了する

法人文書ファイル等について、館への移管

に関する意向調査を実施した。当該調査に

対する独立行政法人等からの回答を受け、

移管希望のあった８法人に対して、移管基

準への該当性等についての調査・照会等を

行い、専門的技術的助言を行った。 

効率的な確認作業に取り組む（平成 29 年度

事業計画においても年間処理件数の目標を

350 万件以上と設定。）。 

中間書庫業務については、引き続き、効果

的・効率的な運用を図る。 

に関する専門的技術的助言については、平成 29 年度予算におけ

る体制の充実を踏まえ、平成 28 年度満了文書の残余分も含め、

引き続き確認作業の効率化等を図り、助言件数の更なる増加を

図る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

ⅲ）国立公文書館法第

11 条に基づく中間書庫

業務について、実施場

所の変更に伴う状況等

を勘案し、適切に実施

すること。 

ⅲ）行政機関からの委

託を受けて実施してい

る中間書庫業務につい

て、実施場所の変更に

伴う状況等を勘案し、

適切に実施する。 

・中間書庫業務委託に関する意向調査の結

果、希望のあった５機関から新たに 1,767

行政文書ファイル等 1,082 冊を受託した。

これにより平成 28 年度末の受託実績は、

計８機関 5,870 行政文書ファイル等 9,717

冊となった。 

上記については、平成 26 年度に移転した

つくば分館の中間書庫において過不足な

く排架し、かつ移送サービスを通じて行政

機関の一時利用の際の効果的、効率的な利

用を図った。 

・平成 28 年度末までに保存期間が満了する

予定の受託文書を委託機関に通知し、保存

期間満了時の措置について内閣府の確認
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を得るよう注意喚起を行った。 

受託実績 

年度 受託文書数 委託行政機関数

及び内訳 

内訳 

24 年

度末 

563ファイル 

5,201冊 

５機

関 

内 閣 官

房、内閣

府、警察

庁、総務

省、厚生

労働省 

25 年

度末 

627ファイル 

8,934冊 

５機

関 

内 閣 官

房、内閣

法制局、

内閣府、

総務省、

厚生労働

省 

26 年

度末 

544ファイル 

7,483冊 

６機

関 

内 閣 官

房、内閣

法制局、

内閣府、

金融庁、

総務省、

厚生労働

省 

27 年

度末 

4,122ファイ

ル 

12,589 冊 

６機

関 

内 閣 官

房、内閣

法制局、

内閣府、

金融庁、

総務省、

厚生労働

省 

28 年

度末 

5,870ファイ

ル 

9,717冊 

８機

関 

内 閣 官

房、内閣

法制局、

内閣府、

金融庁、

総務省、

7



厚生労働

省、文部

科学省、

気象庁 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ①保存に関する適切な措置 ア 受入れに関する措置 

業務に関連する政策・施

策 
 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 14 条（保存及び移管）、第 15 条（特定歴史公文書等の保存等）、

国立公文書館法第 11 条第１項第１号 
当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】歴史公文書等の受入れについては、移管元機関等と

協議・調整の上、受入後１年以内に、計画的かつ確実に国民の利用

に供するための措置を講ずる必要がある。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
歴史公文書等の受入れ後、１年以内の排架 予算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

達成率 100% － 100% 100% 100% 100% 100% 決算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

          経常費用（千円） 
－ － － 

1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

          経常利益（千円） 
－ － － 

1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

          行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

          従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
ⅰ）公文書管理法に

基づき、行政機関及

び独立行政法人等

からの歴史公文書

等の受入れを適切

かつ速やかに実施

すること。 

ⅰ）行政機関及び独

立行政法人等から

の歴史公文書等の

受入れを適切かつ

速やかに実施する。 

＜主な定量的指標＞ 

・歴史公文書等の受

入れ後、１年以内の

排架 

 

＜その他の指標＞ 

・歴史公文書等の受

入状況 

・立法府からの歴史

公文書等の受入れ

に向けて、専門的知

見を活かした助言

等の状況 

・民間からの寄贈・寄

託による受入推進

状況 

 

＜評価の視点＞ 

行政機関等からの受

入れについて、計画的

かつ適切に実行する

とともに、受入れから

１年以内に一般の利

用に供しているか。ま

た、民間からの寄贈・

寄託の推進を図るた

めの取組を行ってい

るか。 

＜主要な業務実績＞ 

・行政機関からの受入冊数は、28,574 冊であった。受入れに当たっては、

効率化を図りながら、行政機関からの照会対応などの事前調整、計画的

な搬送作業、移管通知公文の受領などの作業を実施した。 

・歴史公文書等の受入れは、４月 22 日～27 日に予定していたところ、一部

の行政機関において、レコードスケジュールが内閣府に提出されないま

ま館への移管が行われたこと等の事例についても、速やかな受入れを実

施し、適切に対応した。 

・「歴史公文書等の移管計画」（平成 26 年８月 25 日内閣総理大臣決定）に

基づき、平成 28 年度分の法務省（東京地方検察庁）からの歴史公文書等

（軍法会議関係文書）384 冊の受入れを 10 月に行った。 

・独立行政法人等からの受入冊数は、国立研究開発法人情報通信研究機構、

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構、独立行政法人情報処理

推進機構及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の４法人５

冊であった。（10 月受入れ）。 

・歴史公文書等の移管に関する事務連絡会議を開催し、移管当日までの準

備の周知を図った（12 月７日）。 

・平成 28 年度末までに保存期間が満了し、平成 29 年４月に移管すること

となる行政文書ファイル等について、平成 29 年４月 17 日までに通知す

るよう、館長から行政機関の総括文書管理者宛てに依頼を行った（平成

29 年１月 10 日）。また、移管文書の量的把握及び送付日程等の要望把握

を行い、適切な搬送作業等の実施に努めた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ  

重要度：高とされた、歴史公文書

等の受入れについては、受入後１年

以内に一般の利用に供するまでの

作業を計画的に実施し目標を達成

した。 

平成 29 年度の司法行政文書の移

管に向け、平成 28 年度に保存期間

が満了する司法行政文書について、

内閣総理大臣からの意見照会に適

切に対応を行った。 

立法府からの歴史公文書等の受

入れに向けた助言等について、内閣

府からの要請はなかった。 

これらを踏まえれば、所期の目標

を達成していると認められること

から、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、歴史公文書等の受入れ

を計画的かつ適切に実施する。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

重要度：高である歴史公文書等の受入れについ

て、効率化を図りながら計画的に実施することによ

り（平成 28 年度は 30,892 冊受入れ）、年度目標に

掲げた受入れ後１年以内の排架率 100％を達成した

ことは評価できる。 

また、平成 29 年度の司法行政文書の移管に向け、

内閣総理大臣からの求めに応じて、最高裁判所から

申出のあった平成 28 年度に保存期間が満了する司

法行政文書についての検討を行い、意見を申し述べ

るとともに、最高裁判所から申出のなかった司法行

政文書についても確認を行い、意見を申し述べるな

ど司法府からの歴史公文書等の受入れに向けて、専

門的知見を活かした助言等により内閣府の支援を

行ったことは評価できる。 

なお、平成 28 年度に立法府からの歴史公文書等

の受入れ実績はないものの、「国立公文書館の機能・

施設の在り方に関する基本構想」（平成 27 年３月 31

日）において、「立法府文書の移管に係る積極的検

討」が盛り込まれ、受入れに向け取り組んでいると

ころである。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を達

成しているとしてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

引き続き、受入れ後１年以内に計画的かつ確実に

国民の利用に供するための措置を講ずるとともに、

立法府からの歴史公文書等の受入れに向けて、専門

的知見を活かした助言等により内閣府を支援する。

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

ⅱ）司法府からの歴

史公文書等の受入

れを適切に実施す

るとともに、立法府

からの歴史公文書

等の受入れに向け

て、専門的知見を活

かした助言等によ

り内閣府の支援を

行うこと。 

ⅱ）司法府からの歴

史公文書等の受入

れを適切に実施す

るとともに、立法府

からの歴史公文書

等の受入れに向け

て、内閣府からの求

めに応じ、専門的知

見を活かした助言

等により内閣府の

支援を行う。 

・「平成 27 年度公文書等移管計画」（平成 28 年３月 22 日内閣総理大臣決

定）に基づき、司法行政文書 45 冊の受入れを４月に行った。 

・「歴史資料として重要な公文書等（裁判文書）移管計画」（平成 25 年６月

26 日内閣総理大臣決定）に基づき、裁判文書 1,856 冊の受入れを 12 月に

行った。 

・平成 29 年度の司法行政文書の移管に向け、内閣府と最高裁判所が協議を

重ねた結果、平成 29 年 3 月 30 日付けで「平成 28 年度公文書等移管計画」

が内閣総理大臣により決定された。同計画の決定に際し、館は、平成 28

年度に保存期間が満了する司法行政文書について、内閣総理大臣からの

求めに応じて検討を行い、最高裁判所から申出のあった司法行政文書の

移管受入れは適当である旨の意見を申し述べた。また、最高裁判所から申

出のなかった司法行政文書についても確認を行い、意見を申し述べた。こ

の結果、同計画により、平成 28 年度に保存期間が満了する司法行政文書

23 ファイル及び広報資料 17 件が、平成 29 年４月に館に移管されること

となった。 

・内閣府から館に対して、立法府からの歴史公文書等の受入れに向けた助
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言等の要請はなかった。 

ⅲ）民間に所在する

歴史公文書等の寄

贈・寄託の受入れの

実施及びその推進

を図ること。 

ⅲ）民間に所在する

歴史公文書等の寄

贈・寄託の受入れの

実施及びその推進

を図る。 

・平成 28 年度には、３件の寄贈・寄託の申出があり、寄贈１件 14 冊、寄

託２件 14 冊（合計 28 冊）について受入れを行い、寄贈・寄託の受入れ

の実施及び推進を図った。これにより、平成 28年度末現在の受入冊数は

合計 4,831冊となった。 

ⅳ）受け入れた歴史

公文書等について、

原則１年以内に一

般の利用に供する

までの作業を確実

に終了すること。 

【重要度：高】 

歴史公文書等の受

入れについては、移

管元機関等と協議・

調整の上、受入後１

年以内に、計画的か

つ確実に国民の利

用に供するための

措置を講ずる必要

がある。 

【指標】 

歴史公文書等の受

入れ後、１年以内の

排架：達成率 100% 

ⅳ）受け入れた歴史

公文書等について、

原則１年以内に一

般の利用に供する

までの作業を確実

に終了する。 

数値目標：歴史公文

書等の受入れ後、１

年以内の排架達成

率 100% 

・平成 28年度に受け入れた行政機関及び司法府（司法行政文書）について、

受入れ後、１年以内に一般の利用に供するまでの作業（受入れ、くん蒸、

目録の作成、排架、目録の公開その他必要な措置）を行い、平成 29年３

月に利用を開始した。 

・また平成 27年度に受け入れた独立行政法人等（10月受入れ）、司法府（裁

判文書）（12月受入れ）についても、受入れ後、１年以内に一般の利用に

供するまでの作業を行い、平成 28年８月に利用を開始した。 

・平成 28年度に受け入れた歴史公文書等のうち、内閣官房、内閣法制局、

文部科学省から受け入れた歴史公文書等、人事院から受け入れた歴史公

文書等の一部及び法務省から受け入れた軍法会議関係文書については、

東京本館に排架し、それ以外の歴史公文書等については、つくば分館に

排架を行った。その結果、各書庫の書架排架状況は以下のとおりである。 

書庫の排架状況      （単位：ｍ） 

区 

分 
総延長 

 
未排架 

（空き棚） 
排架済 27 年度末 

現 在 

28 年度 

排架分 

本 

館 

34,850 31,876 31,809 67 2,974 

 (91.5%) (91.3%) (0.2%) (8.5%) 

つ

く

ば

分

館 

37,446 30,439 29,212 1,227 7,007 

 （81.3%） （78.0%） （3.3%） （18.7%） 

計 72,296 
62,315 

(86.2%) 

61,021 

(84.4%) 

1,294 

(1.8%) 

9,981 

(13.8%) 

（注）未配架距離には、当館の業務実施に必要な作業スペースが含まれる。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ①保存に関する適切な措置 イ 保存に関する措置 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 14 条（保存及び移管）、第 15 条（特定歴史公文書等の保存等）、

国立公文書館法第 11 条第１項第１号 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

著しく破損した資料

の修復（重修復） 
400冊以上 － 270 冊 283 冊 400 冊 401冊 400冊 

予算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

機械（リーフキャステ

ィング）を利用した修

復 

1,200枚 

以上 
－ 5,527 枚 5,544 枚 1,241 枚 1,206枚 1,206枚 

決算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

  
       

 経常費用（千円） 
－ － － 

1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

  
       

 経常利益（千円） 
－ － － 

1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

  
  

 
    

 行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

  
       

 従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
ⅰ）特定歴史公文書等の

永久保存義務に鑑み、

「保存対策方針」に基づ

き、計画的な修復の実施

など適切な保存のため

に必要な措置を講ずる

こと。 

【指標】 

・著しく破損した資料

ⅰ）「保存対策方針」に

基づき、計画的な修復

の実施など適切な保存

のために必要な措置を

講ずる。 

 

数値目標：著しく破損

した資料の修復（重修

復）400 冊以上実施 

＜主な定量的指標＞ 

・特定歴史公文書等の修復冊

数・枚数 

 

＜その他の指標＞ 

・特定歴史公文書等の保存状

況 

・電子公文書等の移管・保存・

利用システムの運用状況 

＜主要な業務実績＞ 

・特定歴史公文書等の保存については、「特定

歴史公文書等の保存対策方針」（平成 27 年

５月 27 日館長決定。以下「保存対策方針」

という。）に基づき、専用書庫内の温湿度等

の保存環境を恒常的に監視するとともに、

特定歴史公文書等に付着した埃取り、定期

的な書庫内清掃、ドライクリーニング及び

保存容器への収納等の処置等、日常的な保

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

特定歴史公文書等の保存については、

公文書管理法で定められている永久保存

義務を果たすため、媒体を問わず、着実に

実施された。 

特定歴史公文書等（紙媒体）の修復につ

いては、数値目標として、人的作業による

修復を 400 冊、機械（リーフキャスティ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

館の保存する特定歴史公文書等の修復について、「特定歴

史公文書等の保存対策方針」に基づき、著しく破損した資

料の修復（重修復）400冊、機械（リーフキャスティング）

を利用した修復：1,200 冊の年度目標に掲げた数値目標を

達成している。 

 また、電子公文書等の移管・保存・利用システムの運用
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の修復（重修復）：400 冊

以上 

・機械（リーフキャステ

ィング）を利用した修

復：1,200 枚以上 

機械（リーフキャステ

ィング）を利用した修

復 1,200 枚以上実施 

・媒体変換（デジタル画像の

作成コマ数）状況 

 

＜評価の視点＞ 

特定歴史公文書等を適切に保

存するとともに、計画的な修

復が行われているか。電子公

文書等の移管・保存・利用シ

ステムの運用を適切に実行で

きているか。館の特定歴史公

文書等について、利用状況等

に応じた媒体変換の措置が行

われているか。 

 

存に必要な措置を実施した。 

・虫損や破れ等の物理的破損に対する修復に

ついては、上記保存対策方針に基づく「特

定歴史公文書等の修復計画」（平成 27 年５

月 27 日館長決定）を踏まえ、資料の破損状

況に応じて修復に取り組んだ。劣化により

著しく破損した資料の人的作業による修復

（400 冊）や虫損被害が甚大な資料に対し

て機械（リーフキャスティング）を利用し

た作業（1,206 枚）に取り組んだ。 

ング）を利用した作業を 1,200 枚と定め、

人的作業による修復については目標値を

達成するとともに、機械を利用した作業

については、目標値を上回ることができ

た。 

電子公文書等の移管・保存・利用システ

ムを、適切に運用することにより、電子公

文書等の保存を確実に実施した。 

利用状況等を勘案し、「平成 28 年度複

製物作成計画」を作成・公表するととも

に、同計画に従い、紙から直接デジタル化

する方法により、210 万コマの複製物作成

を行った。 

これらを踏まえれば、所期の目標を達

成していると認められることから、Ｂと

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、歴史公文書等の保存を計画

的かつ着実に実施する。 

について適切に実施しているとともに、複製物作成計画に

従った媒体変換の措置（平成 25 年度：計画 180 万コマ、実

績：1,882,492 コマ、平成 26 年度：計画 210 万コマ、実績：

2,145,729 コマ、平成 27 年度：計画 210 万コマ、実績：

2,100,174 コマ、平成 28 年度：計画 210 万コマ、実績：

2,101,154 コマ）についても、着実に当初計画を達成してお

り、適切に実施されている。 

以上を踏まえ、年度計画における所期の目標を達成して

いるとしてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

引き続き、計画的な修復の実施など適切な保存のための

措置を行うとともに、中期的な観点から複製物作成計画を

作成し、順次、複製物の作成を行う。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

ⅱ）新たに構築した「電

子公文書等の移管・保

存・利用システム」を適

切かつ効率的に運用し、

電子媒体の歴史公文書

等の受入れ及び保存を

確実に実施すること。 

ⅱ）「電子公文書等の移

管・保存・利用システ

ム」を適切かつ効率的

に運用し、電子媒体の

歴史公文書等の受入れ

及び保存を確実に実施

する。 

・電子公文書等については、18 機関から 141

行政文書ファイル及び１法人文書ファイル

を受入れ、保存及び受入れから１年以内の

利用に必要な作業を適切に実施した。 

・電子公文書等の移管・保存・利用システム

の運用については、適切に実行することに

より、システムの安定稼働が確保された。

・12 月７日に開催した「歴史公文書等の移管

に関する事務連絡会議」において、電子公

文書に係る移管当日までの準備及び電子公

文書等システムの移管・保存・利用システ

ムの利用方法についての説明を行った。 

電子公文書の受入れ 

 24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

機

関

数 

6 9 8 12 18 

受

入

れ

フ

ァ

イ

ル

数 

25 44 33 71 142 

 

ⅲ）館の保存する特定歴

史公文書等について、利

用状況及び破損又は汚

損を生ずるおそれによ

ⅲ）館の保存する特定

歴史公文書等につい

て、利用状況及び破損

又は汚損を生ずるおそ

（１）平成 28 年度複製物作成計画の公表と

複製物の作成 

・平成 28 年度の複製物作成に当たっては、

上記保存対策方針及び「独立行政法人国立
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り、原本の利用を制限す

る必要性も考慮しつつ、

中期的な観点から「複製

物作成計画」を作成の上

公表し、順次、国民の利

用に供するよう複製物

の作成を行うこと。 
行うこと。 

れにより、原本の利用

を制限する必要性も考

慮しつつ、中期的な観

点から「複製物作成計

画」を作成の上公表し、

順次、国民の利用に供

するよう複製物の作成

を行う。 

 

公文書館における複製物作成計画」（平成

24 年３月 29 日館長決定、平成 27 年５月

27日一部改正）を踏まえ、利用状況等を勘

案しながら、「平成 28年度複製物作成計画」

を定め、館のホームページで公表した。 

・上記複製物作成計画に従い、紙から直接デ

ジタル化する方法により、利用者のニーズ

を踏まえ、内閣文庫等を中心に 210万コマ

の複製物作成を行った。 

（２）複製物作成に係る資料確認 

・館所蔵の資料に係る複製物作成推進の一環

として、デジタル化作業に先駆けて、同作

業に必要な資料一点ごとの基礎情報の整

備を図ることとし、平成 28年度は、内閣文

庫約３万冊、公文書約 100冊について、資

料確認作業を実施した。同作業において、

デジタル化作業に必要な各種情報（目録の

細目情報、資料形状（大きさ、ページ数、

資料の厚み）等）を確認した。本作業の実

施により、約３万冊に係る資料確認が行わ

れ、次年度以降の円滑なデジタル化作業に

必要な各種情報が把握された。 

（３）複製物の保存管理 

・館がこれまでに作成した複製物について、

適切に保存管理を行うため、以下の作業を

実施した。 

・平成 25 年度までに作成したマイクロフィ

ルムの長期保存・管理のため、その一部

（1,857 巻）について、風通し及び調湿剤

の交換作業を行った。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ②利用に関する適切な措置 ア 利用の請求に関する措置 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 16条（利用請求）、第 21条（審査請求） 

国立公文書館法第 11条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
 30 日以内の利用決

定（大量請求を除

く） 

80%以上 － － － － － 86 ％ 

 予算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

 要審査文書の審査

（利用決定）冊数 
－ － 1,811冊 1,611冊 1,692冊 1,253冊 1,501冊 

 決算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

 30日以内 
－ － 

1,179冊

(65%) 

1,086冊 

(67%) 

1,212冊

(72%) 

860冊 

(69%) 

897冊 

(60%) 

 経常費用（千円） 
－ － － 

1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

60日以内 
－ － 

262冊

（14%） 

191冊 

(11%) 

180冊 

(11%) 

149冊 

(12%) 

146冊 

(10%) 

経常利益（千円） 
－ － － 

1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

60日超え 
－ － 

370冊 

(20%) 

334冊 

(21%) 

300冊 

(18%) 

244冊 

(19%) 

458冊 

(31%) 

行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

要審査文書の自主

的な審査冊数 
－ － 

460冊 

(92%増) 

779冊 

（69%増） 

606冊 

（22%減） 

3,732冊 

（616%増） 

4,637冊 

(24%増) 

従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

                注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
ⅰ）要審査文書（特定

歴史公文書等のうち、

利用制限情報が含ま

れている可能性があ

り、利用に供するに当

たり新たに審査が必

要な簿冊）の利用請求

については、適切な期

限を設定し、当該期限

内に審査を行い、利用

に供すること。 

【指標】 

・30 日以内の利用決

定（大量請求を除く）：

80%以上 

ⅰ）要審査文書（特定

歴史公文書等のう

ち、利用制限情報が

含まれている可能性

があり、利用に供す

るに当たり新たに審

査が必要な簿冊）の

利用請求について

は、適切な期限を 

設定し、当該期限内

に審査を行い、利用

に供する。 

数値目標：30 日以内

の利用決定（大量請

求を除く）80%以上実

施 

＜主な定量的指標＞ 

・30 日以内の利用決

定（大量請求を除

く）の状況 

 

＜その他の指標＞ 

・期間内の利用決定

の状況 

・要審査文書の計画

的・積極的な審査

の状況 

・利用制限区分の変

更状況 

・諮問状況 

 

＜評価の視点＞ 

要審査文書を、内閣

総理大臣の同意を得

た館の利用等規則に

規定する期間内に適

切に審査し、利用に

供しているか。これ

までの利用実績から

利用頻度が高いと考

えられる要審査文書

を計画的かつ積極的

に審査としている

か。審査請求に適切

に対応できている

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・平成 28 年度において、特定歴史公文書等の閲覧者数は 4,781 名であり、

特定歴史公文書等の利用状況については、利用請求による閲覧冊数は 238

冊、写しの交付冊数は 3,789 冊、簡便な方法による閲覧冊数は 64,464 冊、

マイクロフィルムの閲覧巻数は 222 巻であった。移管元行政機関等による

利用は 666 冊であった。 

利用実績 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

閲覧者数 4,549 4,470 4,835 4,722 4,781

利用請求 閲覧冊数 386 376 764 292 238

写しの交

付冊数 

2,679 3,401 3,340 2,896 3,789

簡便な方

法による

閲覧 

閲覧冊数 77,857 68,724 70,085 66,605 64,464

閲覧巻数 

(ﾏｲｸﾛﾌｨﾙ

ﾑ) 

1,083 593 402 205 222

移管元行政機関等に

よる利用冊数 

303 688 422 477 666

原本の特別利用提供

冊数 

72 66 10 4 3

特別複写提供冊数 264 314 203 28 91

マイクロリーダー印

刷出力（枚） 

12,146 6,610 4,293 4,392 1,929

館デジタルアーカイ

ブ印刷出力（枚） 

2,138 2,038 2,654 4,801 2,473

・利用者から情報の提供を求められたレファレンスの件数は、以下のとおり

である。資料の所在確認や館デジタルアーカイブの操作方法、出版掲載等

の問い合わせ等も恒常的に一定の割合であることから、館ホームページ上

の「よくあるご質問」に追加・更新する等、実際の内容を踏まえて利便と

質の向上に努めている。所蔵する特定歴史公文書等に関する問い合わせに

ついては、問い合わせ事例を蓄積して職員間での共有を図り、回答の際に

活用して適切な対応に努めている。 

レファレンスの実施件数 

提供した情報の種類 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

利用に関する情報 892 1,262 672 765 334

目録に関する情報 188 218 196 105 221

検索方法に係る情報 533 623 493 291 178

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

利用請求のあった要審査文書計

1,501 冊について、内閣総理大臣の同

意を得た当館利用等規則に規定する期

間内に全て利用決定を行うとともに、

利用頻度が高いと考えられる要審査文

書の計画的かつ積極的な審査を実施し

た。 

公文書管理委員会からの求めに対応

するとともに、同委員会からの答申を

尊重して、原処分の一部を取り消す決

定を行った。 

これらを踏まえれば、所期の目標を

達成していると認められることから、

Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、特定歴史公文書等の利用

等に適切に対応する。 

 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

要審査文書の審査処理数について、年度目標

を踏まえ、館の利用等規則に規定する期間内に

全て利用決定を行うとともに、30 日以内の利

用決定について、年度目標に掲げた指標を達成

した。また、利用頻度が高いと考えられる要審

査文書について計画的かつ積極的な審査に取

り組んだことは評価できる。 

既に審査を終えた文書の利用制限区分につ

いても、時の経過を踏まえ利用制限の区分の見

直しを適切に実施した。 

また、平成 28 年度の審査請求においては、

平成 26 年度に提起された異議申立ての継続審

議となっている。なお、当該年度に新たな審査

請求はないことを確認している。 

 以上を踏まえ、年度目標における所期の目標

を達成しているとしてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞

引き続き、特定歴史公文書等の利用のため要

審査文書の審査や貸出審査等について計画的

かつ積極的な審査に取り組む。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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参考文献に係る情報 19 26 16 13 20 

他の国立公文書館等

に関する情報 

62 63 73 51 71 

その他の情報 489 40 204 132 154 

合計 2,183 2,232 1,654 1,357 978 

・利用請求のあった要審査文書計 1,501冊について、定められた期限内に全

て審査を終了し、利用に供した。その内訳としては、利用請求があった日

から 30 日以内に利用決定した文書が 897 冊、館の利用等規則に規定され

る手続を経て、利用決定を延長した上で 60 日以内に利用決定した文書が

146 冊、同様に、60 日を超えて利用決定した文書が 458 冊であり、合計

1,501冊を審査した。 

・要審査文書のうち、大量請求により審査に時間を要するため特例延長処理

を行った 458冊を除く 1,043 冊の要審査文書のうち、利用請求から 30 日

以内に利用決定を行ったものは 897冊（86％）であった。 

・なお、30日以内に審査できない理由及び審査期間は利用請求者に遅滞なく

通知した。 
ⅱ）利用請求に備えた

要審査文書の自主的

な審査に取り組むと

ともに、必要に応じ

て、時の経過を踏まえ

つつ、既に審査を終え

た文書の利用制限区

分の見直しも適切に

行うこと。 

ⅱ）利用請求に備え

た要審査文書の自主

的な審査に取り組む

とともに、必要に応

じて、時の経過を踏

まえつつ、既に審査

を終えた文書の利用

制限区分の見直しも

適切に行う。 

・これまでの利用実績から利用頻度が高いと考えられる要審査文書の計画的

かつ積極的な審査として閉鎖機関清算関係等 4,637冊を審査した。 

・また、利用制限区分の見直しを行い、「非公開」となっていた文書につい

て、公開 19冊、部分公開２冊、同じく「部分公開」となっていた文書につ

いて、公開 12冊とする利用制限区分の変更を行った。 

  

ⅲ）公文書管理法に基

づき利用の制限等に

対する審査請求があ

った場合で、同法第

21 条第４項に基づき

公文書管理委員会へ

の諮問が必要なとき

は、速やかに対応する

こと。また、公文書管

理委員会から同法に

基づき、資料の提出等

の求めがあった場合

には、確実に対応する

こと。 

ⅲ）公文書管理法に

基づき利用の制限等

に対する審査請求が

あった場合で、同法

第21条第４項に基づ

き公文書管理委員会

への諮問が必要なと

きは、速やかに対応

する。また、公文書管

理委員会から同法に

基づき、資料の提出

等の求めがあった場

合には、確実に対応

する。 

・平成 26 年度に提起された４件の「依存性薬物検討会関係書類」に関する

審査請求（平成 27 年１月７日受付け、同年４月６日諮問）については、公

文書管理委員会から「補充理由説明書の提出の求めについて」（平成 28年

６月 23 日付け府公第 174 号）に基づき、補充理由説明書を提出した（平

成 28年６月 30日付け国公文第 550号及び平成 28年８月８日国公文第 639

号）。 

・また、同員会からの答申（平成 28 年 11 月 15 日付け府公第 277 号）を尊

重して、平成 28年 12月９日に原処分の一部を取り消す決定を行った。 

・なお、平成 28年度に新たな審査請求はなかった。 

審査請求（※）の状況 

年

度 

審査請求

対象文書

の概要 

受付 
件

数 
諮問 

 

答申 決定 

 
備

考 
日

数 
内容 

24

年

日 韓 請 求

権 交 渉 関

24年 

9.18 
1 

24年 

12.14 

87

日 

26年 

3.25 

26年 

3.31 

原処分取

消し 
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度 係資料 （一部利

用決定） 

25

年

度 

日 韓 請 求

権 交 渉 関

係資料 

25年 

11.1 
1 

25年 

11.29 

28

日 
― ― ― 取下 

日 本 経 済

短 期 大 学

関係書類 

26年 

2.10 
4 

26年 

3.24 

42

日 

26年 

12.19 

27年 

2.2 

原処分取

消し 

（一部利

用決定） 

 

26

年

度 

依 存 性 薬

物 検 討 会

関係書類 

27年 

1.7 
4 

27年

4.6 

89

日 

28年 

11.15 

28年 

12.9 

原処分取

消し 

（一部利

用決定） 

 

27

年

度 

（新たな異議申立てなし） 

28

年

度 

（新たな審査請求なし） 

※ 平成 27年度までは異議申立てとして受付 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ②利用に関する適切な措置 イ 利用の促進に関する措置 ⅰ）展示等の実施 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 23条（利用の促進） 

国立公文書館法第 11条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 展示等を通じて国民が歴史公文書等に触れる機会を数多

く設けることは、国民の歴史公文書等への関心を高めることにつながり、

館への理解や利用層の拡大を図ることができ重要である。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

展示会入場者数 
40,000 人 

以上 
－ 6,949人 35,087人 52,840人 55,671 人 48,772 人 

予算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

特別展・企画展の実

施回数 
－ － ２回 10回 ８回 ８回 ８回 

決算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

デジタル展示の実施

回数 
－ － ２回 ２回 ２回 ２回 ２回 

経常費用（千円） 
－ － － 

1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

館外展示 － － ２回 １回 １回 １回 １回  
経常利益（千円） 

－ － － 
1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

 
         

行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

 
         

従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

                注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
①展示等の実施 

ⅰ）国の重要な歴史

公文書等を紹介する

常設展のほか、国民

のニーズ等を踏まえ

て、魅力ある質の高

い展示を複数回行う

とともに、遠方の利

用者の利便も図るた

め、デジタル展示や

館外展、貸出しを積

①展示等の実施 

ⅰ）国の重要な歴史

公文書等を紹介する

常設展のほか、国民

のニーズ等を踏まえ

て、魅力ある質の高

い展示を複数回行う

とともに、遠方の利

用者の利便も図るた

め、デジタル展示や

館外展、貸出しを積

＜主な定量的指標＞ 

・展示会入場者数 

 

＜その他の指標＞ 

・外部の意見の聴取

状況 

・貸出状況 

 

＜評価の視点＞ 

国民のニーズ等を踏

まえた魅力ある質の

＜主要な業務実績＞ 

・常設展を実施するとともに、国民のニーズ等を踏まえて、魅

力ある質の高い特別展・企画展を年８回（特別展２回、企画

展６回）実施したほか、館外展示を１回実施した。この結果、

展示会入場者数の合計は 48,772名となった。また、新たに

２回のデジタル展示をホームページで公開した。各展示会に

ついては以下のとおり。 

 （１）常設展（東京本館、つくば分館） 

・東京本館においては、平成 26年 5月に内容を一新し、

「日本国憲法」（複製）等を展示する「特設展示」と近代

以降の歴史的な事項についての所蔵資料（複製）を展示

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

重要度：高とされている、展示等を通

じて国民が歴史公文書等に触れる機会

を数多く設けることについて、平成28年

度においても、引き続き常設展・特別展・

企画展・館外展を開催し、展示会入場者

数は数値目標比約 22％超の 48,772 人と

なった。 

また、特別展においては、展示企画者

による解説会、日本国憲法の原本展示を

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

 重要度：高である展示等の実施について、平成 28年度

においても、特別展・企画展を年８回（特別展２回、企画

展６回）、デジタル展示を年２回、館外展を年１回実施し

ている。 

平成 26年度から平成 27年度にかけて約 42,000人の集

客を記録したＪＦＫ展の影響もあり、両年度と比べると

展示会全体の入場者数は減少しているものの、平成 25年

度以前の入場者数と比較すると最高値を記録し、年度目

標に掲げた年間 40,000 人以上を 22％上回る水準で達成
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極的に行うこと。 

さらに、展示につ

いて外部の意見を聴

取した上で、その結

果を反映させるこ

と。 

【重要度：高】 

展示等を通じて国民

が歴史公文書等に触

れる機会を数多く設

けることは、国民の

歴史公文書等への関

心を高めることにつ

ながり、館への理解

や利用者層の拡大を

図ることができ重要

である。 

【指標】 

・展示会入場者数：

40,000 人以上 

極的に行う。 

さらに、展示につ

いて外部の意見を聴

取した上で、その結

果を反映する。 

数値目標： 展示会入

場者数 40,000 人以

上 

 

高い展示等が実施で

きているか。 
する基本展示「日本のあゆみ」を引き続き実施した。入

場者数は合計 1,689 名（企画展開催期間中の常設展入場

者数は含まない。）であった。 

・つくば分館においては、「日本国憲法」、「終戦の詔書」、

「戊辰所用錦旗軍旗真図」及び「常陸国絵図」（いずれ

も複製）などを、通年で展示しているほか、常設展示目

録（A4、34 ページ）を来館者に無料で配布した。入場者

数は 363 名であった。 

（２）特別展（東京本館） 

・平成 28 年度の特別展は２回実施し、入場者数は合計

21,173 名であった。関連行事として、展示解説会を各１

回開催（４月６日、９月 21 日）し、参加者数は合計 95

名であった。また、５月３日から５月５日まで「日本国

憲法」原本を特別に展示した。 

タイトル 開催期間 入場者数 展示資

料 

満足度 

春の特別

展 徳川

家康－将

軍家蔵書

からみる

その生涯

－ 

4/2～5/8 

（37 日）

17,124 名 56 点 「満足」・

「どちら

かという

と満足」

92% 

秋の特別

展 時代

を超えて

輝く女性

たち 

9/17～

10/16 

（30 日）

4,049 名 94 点 
（うち

館所蔵

資料 86

点） 

「満足」・

「どちら

かという

と満足」

93% 

合計  21,173 名   

（３）企画展（東京本館、つくば分館） 

・本館において、特別展開催中を除く期間に４回の企画

展を行い、企画展全体での入場者数は 19,567 名であっ

た。関連行事として、ギャラリートークを８回開催（６

月 1日、６月 22 日、７月 27 日、８月 24 日、11 月２日、

11 月 30 日、１月 25 日、２月 22 日）し、参加者数は合

計 430 名であった。また、夏休み期間中に開催された第

２回企画展においては、児童生徒向けに展示内容をわか

りやすく解説した子ども用キャプションを設置すると

ともに、８月８日から８月 15 日まで「終戦の詔書」原

本を特別に展示した。 

 

実施したほか、企画展において展示企画

者によるギャラリートークの開催、第２

回企画展においては「終戦の詔書」原本

展示を行うなど、話題性や時宜をふまえ

た企画により展示会の魅力向上に努め

た。また、夏休みに開催した第２回企画

展では、児童生徒向けの解説として、子

ども用キャプションを設置し、当館に対

して若年層が親しみを覚えることがで

きるよう努めた。 

館の保存する特定歴史公文書等につ

いて、広く国民の理解を深める一環とし

て、他の機関からの学術研究、社会教育

等の公共的目的を持つ行事等に出展す

るための貸出申込みに対して、資料の取

扱いに配慮しつつ積極的な貸出しを行

った。 

 これらを踏まえれば、所期の目標を上

回る成果が得られていると認められる

ことからＡと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

訴求力のあるテーマ選定や他機関資

料の借用、展示方法の工夫等を行うほ

か、関連行事等も積極的に企画し、引き

続き、魅力ある質の高い展示の実施に取

り組む。 

したこと、企画展全体での入場者数についても平成 27 年

度の12,619名に対して19,567名であり、対前年度比55％

増の入場者数を記録したことは大いに評価できる。 

また、魅力ある質の高い展示を行うべく、展示企画・方

法等について歴史研究者等の有識者等からの意見を聴取

し、企画内容に反映したことのほか、特別展における展

示企画者による解説会や企画展における展示企画者によ

るギャラリートークの開催、企画展期間中において終戦

の詔書原本展示を行うなど、話題性や時宜を踏まえた企

画の実施を図った。特に夏休み期間に開催した企画展で

は、夏休み企画と題して、児童向け解説の子ども用キャ

プションの設置、お絵かきコーナーを設置するなどの工

夫を凝らし、若年層への普及に努めたことは大いに評価

できる。 

さらには、館の所蔵資料を他機関で実施されている展

示（主催又は共催で関わったものを除く）に積極的に貸

出すため、館ホームページの貸出しページを貸出希望機

関により分かりやすく更新したことに加え、注意点等を

まとめた「貸出しの手引き」の作成などに努め、館の保

存する特定歴史公文書等について、広く国民の理解を深

めるべく取り組んでいる点は評価できる。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を上回る

成果が認められるとしてＡと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 引き続き、魅力ある質の高い展示の実施等を通じて、

国民の歴史公文書等への関心を高め、館への理解や利用

層の拡大を図る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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タイトル 開催期間 入場者数 

第１回 栄典のあゆみ-勲章

と褒章- 

5/21～7/2 

（37日） 

2,792名 

第２回 たのしい地獄、よう

こそ地獄 

7/16～8/27 

（37日） 

9,479名 

第３回 書物を愛する人々 10/29～12/17

（42日） 

3,139名 

第４回 漂流ものがたり 1/14～3/11 

（48日） 

4,157名 

合計  19,567 名 

・つくば分館において、２回の企画展を行い、企画展全

体での入場者数は 4,952名であった。 

タイトル 開催期間 展示

資料 

入場者数 

第１回 

 つくば 今 むかし 

4/18～23 

 （6日間） 

15点 142名 

第２回 災害の記録  

－江戸から明治、現代－ 

7/25～8/31 

（31日） 

45点 4,810名 

合計   4,952名 

・「つくば 今 むかし」は、文部科学省が主催する「科

学技術週間」に合わせて開催した。展示参考資料（Ａ４、

２ページ）を来館者に無料で配布した。「科学技術週間」

の公開総合ガイドに分館の案内を掲載し、企画展の紹介

を行った。来館者の内訳は、子ども 18名、大人 124 名、

住まいはつくば市内 56 名、つくば市を除く茨城県内 30

名、県外 10名、不明 46名であった。 

・「災害の記録－江戸から明治、現代－」は、つくば市教

育委員会が推進する「つくばちびっ子博士」事業に協賛

し、つくば市の小中学校が夏休みとなる期間に開催し

た。７月は平日、８月は平日及び土曜日に開催した。同

企画展では毎年好評の和綴じ体験講座を毎日開催し、三

つ目綴じのメモ帳作成に 1,175 名が参加した。また、８

月には四つ目綴じ講習会を開催、28 名が参加した。 

・さらに、子ども向けに「感想ノート」を置いて自由に記

述していただくことにより、館への関心を一層深めても

らうことに努めた。来館者の内訳は、中学生以下の子ど

も 2,816 名、大人 1,994 名、住まいはつくば市内 4,459 

名、つくば市を除く茨城県内 227 名、県外 124 名であ

った。 

（４）館外展 

・福岡共同公文書館を館外展示会場とし、福岡共同公文
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書館平成 28年度特別展「国立公文書館所蔵資料展 近代

日本と福岡のあゆみ」として開催し、入場者は 1,206 名

であった。関連行事として、当館職員が展示解説を行っ

た（２月 21日）。 

タイトル 開催期間 展示資料 入場者数 

国立公文書館所蔵

資料展 近代日本

と福岡のあゆみ 

2/17～3/22 

（24日） 

52点 

（うち館

所蔵資料

34点） 

1,206名 

 

（５）デジタル展示 

・平成 26年度第３回企画展及び平成 27年度第３回企画

展並びに平成 27年秋の特別展の内容を一部拡充しなが

ら再構成したデジタル展示を新たに２本作成し、館の

ホームページで公開した。 
・展示企画・方法等について歴史研究者等の有識者等から意

見聴取し、企画内容へ反映した。 

・他機関で実施されている展示に主催又は共催で関わったも

のを除き、平成 28年度において 13機関に対して 117冊の

貸出しを行った。 

貸出実績 

 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

貸 出

機 関

数 

23 18 19 18 13 

貸 出

冊数 
114 102 153 88 117 

 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ②利用に関する適切な措置 イ 利用の促進に関する措置 ⅱ）デジタルアーカイブの運用及び充実 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 23条（利用の促進） 

国立公文書館法第 11条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

デジタル画像作成数

（目標値） 

新規提供コ

マ数 210 万

コマ以上 

－ 172万コマ 180万コマ 210万コマ 210万コマ 210万コマ 

予算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

（実績値） － － 173万コマ 185万コマ 211万コマ 210万コマ 210万コマ 
決算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

（達成率） － － 100% 102% 100% 100% 100% 
経常費用（千円） 

－ － － 
1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

デジタル画像作成率 － － 8.5% 9.4% 10.6% 12.9% 15.0% 
経常利益（千円） 

－ － － 
1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

デジタル・アーカイ

ブアクセス数 
－ － 238,934 件 265,490 件 346,177 件 295,811 件 397,940 件  

行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

 
         

従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

                注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
    業務実績 自己評価  

ⅱ）館の保存する

特定歴史公文書等

を広く一般の利用

に供するため、イ

ンターネットによ

り所蔵資料を検索

し、閲覧できるデ

ジタルアーカイブ

ⅱ）館の保存する

特定歴史公文書等

を広く一般の利用

に供するため、イ

ンターネットによ

り所蔵資料を検索

し、閲覧できるデ

ジタルアーカイブ

＜主な定量的指標＞ 

・デジタル画像の新

規提供コマ数 

 

＜その他の指標＞ 

・デジタルアーカイ

ブ等システムの運

用状況 

＜主要な業務実績＞ 

・紙資料から直接デジタル化する方法により、210万コマ以上（2,101,154コマ）の

デジタル化を行い、館デジタルアーカイブへ登載した。これにより、既に公開して

いる約 1,524 万コマと合わせ、約 1,735 万コマのデジタル画像を館デジタルアー

カイブに登載の上、インターネットでの提供を開始した。 

・本年度も複製物作成計画に基づき、計画的なデジタル化を実施した結果、特定歴

史公文書等のデジタル画像の作成率は、15.0％となり、デジタルアーカイブの充

実を図った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

複製物作成計画に基づき、計画

的なデジタル化を実施し、210 万

コマをデジタル化し、インターネ

ット上で公開したことで、本年度

のデジタル化の目標数 210万コマ

を達成した。これにより、約 1,735

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

資料のデジタル化について、年度目標に掲げ

るデジタル画像の新規提供コマ数 210 万コマを

達成したことは評価できる。 

また、デジタルアーカイブ等システムを適切

に運用し、稼働率 100％を達成することにより、

利用者に対する可用性の高いサービスを提供し
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を推進すること。

また、利用者の利

便性向上を図ると

ともに、外部の意

見を聴取し、デジ

タルアーカイブの

充実を図ること。 

【指標】 

・デジタル化：新

規提供コマ数 210

万コマ以上 

を推進する。また、

利用者の利便性向

上を図るととも

に、外部の意見を

聴取し、デジタル

アーカイブの充実

を図る。 

 

数値目標：デジタ

ル化新規提供コマ

数 210 万コマ以上

提供 

 

＜評価の視点＞ 

計画的な所蔵資料の

デジタル化が実施で

きているか。デジタ

ルアーカイブ等シス

テムの運用を適切に

実行できているか。 

特定歴史公文書等のデジタル化の状況 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

特定歴史

公文書等

の所蔵冊

数（冊） 

1,328,911 1,353,053 1,367,015 1,392,828 1,423,717

館デジタ

ルアーカ

イブ提供

冊数

（冊） 

113,575 127,115 145,038 179,195 213,954

作成率

（％） 
8.5 9.4 10.6 12.9 15.0

・デジタル化に当たっては、ウェブアンケートを実施し、内閣文庫資料のデジタル

化に係るニーズ等を把握した。 

利用者の要望を踏まえた内閣文庫のデジタル化の状況 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度

デジタル化した

資料（冊） 

113,575 127,115 145,038 179,195 213,954

内閣文庫（冊） 8,435 17,181 30,848 64,547 98,557

内閣文庫の割合 

（％） 

7.4 13.5 21.3 36.0 46.1

・デジタルアーカイブ等システムの運用については、適切に実行することにより、

同システム上で提供する館デジタルアーカイブ及びアジア歴史資料センター資料

提供システムの各サービスに係る安定稼働が確保された。 

館デジタルアーカイブのトップページへのアクセス数 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

アクセス件数 238,934 265,490 346,177 295,811 397,940 

万コマのデジタル画像を館デジ

タルアーカイブに登載の上イン

ターネットで公開した。 

また、デジタルアーカイブ等シ

ステムの適切な運用により、シス

テムの安定稼働を確保するとと

もに、利用者に対する可用性の高

いサービスの提供を実現した。 

 これらを踏まえれば所期の目

標を計画的かつ適切に達成でき

ていることからＢと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、計画的な所蔵資料の

デジタル化に取り組む。 

たことは評価できる。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標

を達成しているとしてＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞

 引き続き、計画的な所蔵資料のデジタル化に

取り組む。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―７ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ②利用に関する適切な措置 イ 利用の促進に関する措置 ⅲ）利用者層の拡大に向けた取組 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 16条（利用請求）、第 23条（利用の促進） 

国立公文書館法第 11条第１項第１号 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

 国立公文書館ニュー

ス発行回数 
４回 － － － １回 ４回 ４回 

予算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

 
見学者数（団体数） － － 49 84 93 151 147 

決算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

    （人 数） － － 624 1,220 911 2,195 2,279 
経常費用（千円） 

－ － － 
1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

土曜日の閲覧室開室

日数 
－ － － 1日 11日 11日 50日 

経常利益（千円） 
－ － － 

1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

土曜日の閲覧者数 － － － 9人 174人 189人 937人 
行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

特別展の土日・祝日

開催日数 
－ － － 13日 28日 28日 29日 

従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

特別展の土日・祝日

入場者数 
－ － － 6,501人 17,753 人 17,211 人 12,563 人       

企画展の土曜日開催

日数 
－ － － 16日 30日 32日 33日       

企画展の土曜日入場

者数 
－ － － 1,078人 3,072人 3,269人 7,000人       

国際アーカイブズの

日記念公開講演会参

加者 

－ － 約 130人 111人 107人 144人 140人       

ツイッターフォロワ

ー数 
－ － － － 1,571人 20,491 人 36,498 人     

 
 

「友の会」会員数 － － － － － 729人 800人       

※平成 24年特別展は、耐震工事実施のため休止。                注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

※企画展の土曜日開館は、平成 25年第４回企画展から実施。 

※平成 26年度企画展土曜日開催には、11月２日（日）（184人入場）及び 11月３日（月・祝）（302人入場）が含まれる。 

※平成 27年企画展土曜日開催には、11月３日（火・祝）（207人入場）が含まれる。 
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※平成 25年から 27年度の閲覧室土曜日開室は、臨時開館として実施。 

※平成 28年度企画展土曜日開催には、８月 11日（木・祝）（463人入場）、８月 14日（日）（415人入場）、11月３日（木・祝）（223人入場）が含まれる。 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
ⅲ）各種見学の受

入等利用者層の

拡大に向けた取

組を行うこと。そ

の際、児童・生徒

等には公文書を

通じて我が国の

歴史等に触れる

機会を提供する

こと。 

また、利用者の

利便性を高める

ため、休日の閲覧

業務や展示等を

拡充すること。 

さらに、積極的

な情報発信を通

じて国民の公文

書館に対する理

解や関心を高め

ること。また、館

と利用者、利用者

同士の交流を推

進するためのツ

ールについて、更

なる検討を行う

こと。 

【指標】 

国立公文書館ニ

ュース発行回数

４回以上発行 

ⅲ）各種見学の受

入等利用者層の

拡大に向けた取

組を行う。その

際、児童・生徒等

には公文書を通

じて我が国の歴

史等に触れる機

会を提供する。 

また、利用者の

利便性を高める

ため、休日の閲覧

業務や展示等を

拡充する。 

さらに、積極的

な情報発信を通

じて国民の公文

書館に対する理

解や関心を高め

る。また、館と利

用者、利用者同士

の交流を推進す

るためのツール

について、更なる

検討を行 

う。 

数値目標：国立公

文書館ニュース

発行回数４回以

上発行 

 

＜主な定量的指標＞ 

・国立公文書館ニュ

ース発行回数 

 

＜その他の指標＞ 

・見学者数 

・土曜日の閲覧室開

室日数 

・土曜日の閲覧者数 

・特別展の土日・祝

日開催日数 

・特別展の土日・祝

日入場者数 

・企画展の土曜日開

催日数 

・企画展の土曜日入

場者数 

・ツイッターフォロ

ワー数 

・「友の会」会員数 

 

＜評価の視点＞ 

利用者層の拡大に向

けた取組を実施して

いるか。 

・気軽に公文書館や公文書に親しんでもらえるよう、小学生、中学生・高校生、一般（18

歳以上）、教員、大学生、友の会会員のそれぞれを対象として、館主催アーカイブズツ

アー（見学会）を開催した。 

館主催アーカイブズツアー各種別の開催実績 

対象 開催日 参加者数 

小学生 ８月１日（月）（午前・午後）、８月２

日（火）（午前・午後） 

60名 

中学生・高校生 ８月18日（火）、８月19日（水） 27名 

教員 ８月18日（火）、８月19日（水） 24名 

一般(18歳以上) 11月26日（土）（午前・午後） 54名 

友の会 平成29年１月28日（土）（午前・午後） 42名 

大学生 平成29年２月13日（月）、２月14日（火） 37名 

・事前申込み不要の「ふらっとツアー」を個人向けに新たに開始した。 

・主に小学生を対象とした閲覧体験（「古文書にふれてみよう」）を実施した。 

・バックヤードツアー、地方自治体等からの視察等を受け入れた結果、平成 28 年度にお

ける見学者の受入数については、147団体 2,279人となった。 

バックヤードツアー等見学者の受入数 

年度 

 

区分 

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

団体

数 
人数 

団体

数 
人数 

団体

数 
人数 

団体

数 
人数 

団体

数 
人数 

本館 40 380 78 1,052 85 804 140 1,998 134 2,101 

分館 9 244 6 168 8 107 11 197 13 178 

合計 49 624 84 1,220 93 911 151 2,195 147 2,279 

・利用者層の拡大に向けた取組として、学校教育において歴史公文書等の活用を図るた

め、教員向けアーカイブズツアー（８月 18日、８月 19日）において教材作成ワークシ

ョップを実施した。 

・学習プログラム開発についての中期的な計画を策定するため、有識者へのヒアリングを

実施すると共に、教材として利用可能な所蔵資料のリストアップや学習シートの試案作

成に取り組んだ。 

・地方自治体の公文書館における、歴史的な公文書等を用いた学習活動の取組事例を収

集・整理し、分析した成果を「公文書館における学習支援活動について」として、『北

の丸』第 49号に掲載した。 

・特別展の土日・祝日開催及び企画展の土曜日開催についても、引き続き実施し、業務の

効率化の観点から受付案内などの業務について外部委託を実施した。なお、特別展の土

日・祝日開催日数は 29日で、入場者数は 12,563 人であった。また、企画展の土曜日開

催日数は 33日で、入場者数は 7,000人であった。 

・平成 28 年度から東京本館の閲覧室は、原則、毎週土曜日に開室し、休日の閲覧業務を

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

利用者層の拡大に向けた各種

の取組を着実に実施した。また、

一部の取組について、目を見張

る成果をあげた。 

見学については、個人向けの

新たな取組（ふらっとツアー）を

開始したことなどから、見学受

入者数は、2,279 人となり、前年

度実績より増加した。 

土日・祝日における展示会を

着実に実施し、平成 27年度とほ

ぼ同じ入場者数があった。 

また、閲覧室臨時開館につい

ては、平成 28年度からは原則毎

週土曜日に東京本館の閲覧室を

開室することとし、閲覧室利用

者のさらなる利便性を向上させ

る取組を行った。 

ツイッターによる情報発信で

は、イベント情報や所蔵資料に

関する情報を、毎日、ツイートし

た結果、フォロワー数は前年度

実績比約78％増の36,498人とな

った。 

平成 27年度発足した「国立公

文書館友の会」は、引き続き積極

的な募集活動を展開した結果、

会員数が 800名に増加した。 

これらを踏まえれば、所期の

目標を上回る成果が認められる

ことからＡと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、利用者層の拡大に

向けて情報発信力の強化等に取

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 利用者層の拡大に向けた取組として、閲覧

室臨時開館の試行成果を踏まえて、本年度か

ら原則毎週土曜日に東京本館の閲覧室開館を

実施し、利用者の利便性向上が図られたこと

は評価できる。 

また、情報発信として、国立公文書館ニュー

ス発行回数は年度目標に掲げた数値目標を達

成したほか、ツイッターの活用をはじめとし

て、「国立公文書館友の会」による同会員向け

イベントの開催、「国際アーカイブズの日」記

念講演会の開催や館ホームページを通じた国

内関係機関への当該プロジェクト等の周知・

参加促進などに取り組んだことは評価でき

る。 

特に、ツイッターによる情報発信では、イベ

ント情報や所蔵資料に関する情報について、

毎日ツイートを行った結果として、フォロワ

ー総数は前年度実績比約 78％増の、36,498 人

となった点は取組の成果と言える。 
もっとも、ツイッターのフォロワー数につ

いては、年度目標・事業計画において定量的指

標は設けておらず、前年度実績比約 78％増で

あるものの、年度ごとの増加数を比較すると、

平成 27年度の約 19,000人に対して約 16,000
人と減少しており、所期の目標を上回る成果

が得られているとまでは認め難い。 

 以上を踏まえ、年度目標における所期の目

標を達成しているとしてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

 引き続き、利用者層の拡大に向けて情報発

信力の強化等に取り組む。 

 

＜その他事項＞ 
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拡充した。土曜日の閲覧室開室日数は 50 日、閲覧者数は 937 人（平均 19 人）であっ

た。なお、閲覧室の土曜日開室のため独立行政法人国立公文書館利用等規則（平成 23

年４月１日規程第４号）等を改正し、平成 28 年４月１日より施行した。また、独立行

政法人国立公文書館就業規則（平成 13 年４月１日規程第１号）等を改正し、変形労働

時間制を導入した。 

・館の利用者（リピーター）の拡大・確保を図るとともに、館の活動や制度についての幅

広い層の理解を得るため、「国立公文書館ニュース」を４回刊行した。 

広報誌『国立公文書館ニュース』刊行状況 

号 刊行時期 内容 発行部数 

６号 平成 28 年 6 月 1 日 （特集）第 1回・第 2回企画展 1 万部 

７号 9 月 1 日 （特集）秋の特別展 1 万部 

８号 12 月 1 日 （特集）ICA ソウル大会 1 万部 

９号 平成 29 年 3 月 1 日 （特集）春の特別展（対談） 1 万部 

・積極的な情報発信を通じて国民の公文書館に対する理解や関心を高めるため、ツイッタ

ー（アカウント@JPNatArchive）や雑誌への寄稿等を利用して情報発信を行った。特にツ

イッターについては、積極的な情報発信を行った結果、平成 28 年度末時点でのフォロ

ワー数は 36,498 名となった。 

・また、つくば分館においても、春・夏の企画展の開催の周知を図るため、ちらし・ポス

ターの作成及びつくば市内の小中学校への配布、新聞、情報誌、コミュニティ FM、ケー

ブルテレビに対し、開催情報の発信を積極的に行った。 

・千代田区における他機関との交流として、東京本館では、千代田区内における博物館・

美術館等と互いに連携協力して文化・芸術の振興に資することを目的とする「千代田区

ミュージアム連絡会」において、「北の丸公園・皇居東御苑地図」の作成を行った。 

・筑波研究学園都市における他機関との交流として、つくば分館では、他の機関との情報

交換や連携を深めるため、茨城県、つくば市、国立研究機関、民間企業などで構成され

る「筑波研究学園都市交流協議会」（96 機関）に加盟し、他機関との情報交換や交流を

行った。 

・６月９日、「国際アーカイブズの日」記念講演会を東京で開催し、140 名が参加した（う

ち、20 名は一般参加者）。同講演会では宇賀克也東京大学大学院法学政治学研究科教授

に「公文書管理の課題」、原武史放送大学教授に「公文書と昭和史」という演題でご講演

をいただいた。 

・９月 25 日、平成 28 年秋の特別展「時代を超えて輝く女性たち」記念講演会を東京で開

催し、276 名が参加した。同講演会では日本ユニセフ協会会長の赤松良子氏(演題：均等

法施行から 30 年をむかえて）、作家の森まゆみ氏（演題：女性解放のあけぼの－「青

鞜」と平塚らいてう－）にご講演をいただいた。 

・平成 27 年９月に発足した「国立公文書館友の会」は、平成 29 年３月末までの会員数

が 800 名まで増加した。会員向けのサービスとして、特別展の開催時に展示解説会を

開催したほか、館主催アーカイブズツアー（見学会）を実施した。 

り組む。  特になし。 

  
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―８ （ ２ ） 歴 史 公 文 書 等 の 保 存 及 び 利 用 そ の 他 の 措 置  ③ 連 携 協 力 、 調 査 研 究 、 国 際 的 な 公 文 書 館 活 動 へ の 参 加 ・ 貢 献  ア  地 方 公 共 団 体 、 関 係 機 関 と の 連 携 協 力  

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立公文書館法第 11 条第１項第４号（専門的技術的な助言）、同条第３項第１号

（地方公共団体への技術上の指導又は助言） 
当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
全国公文書館長会議

参加機関割合（国立公

文書館等指定施設及

び都道府県公文書館） 

85% 

以上 
－ 88％ 93％ 89％ 90％ 90% 

予算額（千円） 

－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 

全国公文書館長会議

参加者 
－ － 115名 100名 94名 119名 135名 

決算額（千円） 
－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
  

       
 経常費用（千円） 

－ － － 1,457,028 

の内数 
1,551,931 

の内数 
  

       
 経常利益（千円） 

－ － － 1,465,704 

の内数 
1,462,878 

の内数 
  

       
 行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 1,710,578 

の内数 
1,785,185 

の内数 
  

       
 従事人員数 

－ － － 49 

の内数 
52 

の内数 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価 
ⅰ）国、独立行政法人

等、地方公共団体等の

関係機関と、歴史公文

書等の保存及び利用の

推進のため情報共有や

技術的協力等の連携協

力を図ること。 
【指標】  
・全国公文書館長会議

ⅰ）国、独立行政法人

等、地方公共団体等の

関係機関と、歴史公文

書等の保存及び利用の 
推進のため情報共有や

技術的協力等の連携協

力を図る。 
数値目標：全国公文書

館長会議参加機関割合

＜主な定量的指標＞ 

・全国公文書館長会議

への国立公文書館等

指定施設及び都道府

県公文書館の参加状

況 

 

＜その他の指標＞ 

・全国公文書館長会議

＜主要な業務実績＞ 

・全国公文書館長会議を開催（６月 10 日）し、

国立公文書館等指定施設及び都道府県公文書

館全 51 機関のうち、46 機関からの参加があ

った。また、会議の成果を「『公文書館の利用

普及』に取り組む基本的考え方」として取り

まとめた。 

・アーカイブズ関係機関協議会を２回開催（４

月 27 日、３月 16 日）し、各機関からの活動

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

全国公文書館長会議には、国立公文書館

等指定施設及び都道府県公文書館全 51機関

のうち約 90％にあたる 46 機関から参加が

あり、事業計画上の全国公文書館長会議参

加機関割合 85％以上を達成した。また、関

係機関との意見交換等を着実に実施すると

ともに、地方公共団体が設置する審議会等

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

デジタルアーカイブ化の推進や所在情報の一体的提供に向

けた意見交換等を計画どおり実施している。 

また、全国公文書館長会議参加機関割合については、年度目

標に掲げた数値目標を達成したほか、地方公共団体等が開催す

る審議会等に職員を派遣するなど、関係機関と歴史公文書等の

保存及び利用の推進のための情報共有や技術的協力等の連携
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参加機関割合（国立公

文書館等指定施設及び

都道府県公文書館）：

85%以上  

（国立公文書館等指定

施設及び都道府県公文

書館） 85%以上 

 

参加者数 

・アーカイブズ関係機

関協議会への参加状

況 

・地方公共団体からの

求めに応じた公文書

館の運営に関する技

術上の指導又は助言

の状況 

・地方公共団体からの

求めに応じたデジタ

ルアーカイブ化の推

進に資するための全

国の公文書館等への

説明の状況 

・地方公共団体からの

求めに応じた被災公

文書等の救援実施状

況 

 

＜評価の視点＞ 

国、独立行政法人等、地

方公共団体等の関係機

関と、歴史公文書等の

保存及び利用の推進の

ため情報共有や技術的

協力等の連携協力を適

切に実施しているか。

公文書館の運営に関す

る技術上の指導又は助

言、デジタルアーカイ

ブ・システムの普及・啓

発のための支援、被災

公文書等の救援活動等

が適切に実行できてい

るか。 

報告や意見交換を行うとともに、館が、平成

27 年度に取りまとめた、公文書管理における

専門職員の職務内容、遂行要件等に係る職務

基準書案について意見交換等を行った。 
・歴史公文書等所在情報ネットワーク検討連絡

会議を３回開催（９月 12 日、11 月 22 日、２

月 28 日）し、各機関の取組状況等の実務的な

情報交換等を行った。 

・沖縄県公文書館、広島市公文書館等計４機関

からの求めに応じてデジタルアーカイブ化の

推進に資するため、デジタルアーカイブ・シ

ステムの構築や横断検索システム等のための

「デジタルアーカイブ・システムの標準仕様

書」（以下「標準仕様書」という。）について

説明及び意見交換を実施した。また、館が主

催するアーカイブズ研修Ⅰの科目「デジタル

アーカイブ」においても「標準仕様書」の解

説等を行った。上記取組により、広島市公文

書館及び静岡県のシステムと館デジタルアー

カイブとの横断検索が新たに実現し、計 12 機

関の全国の公文書館等との横断検索による連

携が実現した。 

全国の公文書館等との連携 

 24

年度 

25

年度

26

年度

27

年度

28

年度

横断検

索の連

携機関 

６ ７ ９ 10 12 

前年度

比 
＋３ ＋１ ＋２ ＋１ ＋２

・平成 27 年度に引き続き、館のホームページに

『アーカイブズ』電子版を４回掲載し、国内

外の公文書管理、公文書館運営等に関する最

新・最近の動向に関する記事等数本で構成し

た。平成 28 年度は、地方公共団体・地方公文

書館等からの寄稿により、地方公文書館等の

取組や周年行事、公文書館間の連携による展

示会等を紹介したほか、当館からも国際会議

参加報告及び諸外国の最新動向並びにリニ

ューアルしたデジタルアーカイブについて

の報告等を取り上げるなど、各機関との連携

への職員派遣要請全てに応じた。 

従来から行っている取組である、デジタ

ルアーカイブ・システムの標準仕様書につ

いて説明及び意見交換を着実に実施した。

また、新たに広島市公文書館及び静岡県の

システムと当館との横断検索が実現するな

ど、地方公共団体との連携が着実に進んで

いる。 

また、最新の IT 技術を活用したデジタル

アーカイブ・システムについて調査検討を

行い、報告書を公表することで、全国の公文

書館等のデジタルアーカイブ化の推進支援

に取り組んだ。 

加えて、平成 27 年９月関東・東北豪雨で

水損等の被害が生じた常総市の保有行政文

書について、平成 28 年度も引き続き、同市

からの要請に応じ、館職員を派遣して、その

保全支援に取り組んだ。 

これらを踏まえれば、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められることか

ら、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、歴史公文書等の保存及び利用

の推進のための連携協力を図る。 

協力を図るとともに、地方公共団体に対する公文書館の運営に

関する技術上の指導又は助言も適切に実施している。 

さらには、平成 27 年９月関東・東北豪雨で水損等の被害が

生じた常総市の保有行政文書について、平成 28 年度も引き続

き館職員を派遣して、その保全支援に取り組んだことは、適切

に公文書館の運営に関する技術上の指導又は助言を行ったも

のとして評価できる。 

このように、地方公共団体に対する公文書館の運営に関する

技術上の指導又は助言を適切に行ったことは大いに評価でき

るところであるが、当初目標を適切に実施した結果であり、総

じて所期の目標を上回る成果が得られているとまでは認め難

い。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を達成している

としてＢとしたもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 引き続き、公文書館の運営に関する技術上の指導又は助言を

適切に実施するとともに、歴史公文書等の保存及び利用の推進

のための連携協力を図る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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を深めつつ幅広い情報交換・情報発信を行っ

た。 

 ⅱ）公文書館法（昭和

62 年法律第 115 号）第

７条及び国立公文書館

法第 11 条第 3 項第 1
号に基づき、地方公共

団体からの求めに応じ

て、公文書館の運営に

関する技術上の指導又

は助言を行うこと。ま

た、地方公共団体等か

らの求めに応じて、甚

大な自然災害等の発生 
により、水損等の被害

が生じ、又は生じてい

ると見込まれる地方公

共団 体等の保有する

公文書等についての助

言やデジタルアーカイ

ブ化の推進等の助言を

行うこと。 さらに、最

新のＩＴ技術を活用し

たデジタルアーカイ

ブ・システムにつ いて

調査検討を行うこと。 
【指標】  
・指導・助言等の求め

があった場合は、その

全てに対応 

ⅱ）地方公共団体から

の求めに応じて、公文

書館の運営に関する技

術上の指導又は助言を

行う。 

また、地方公共団体

等からの求めに応じ

て、甚大な自然災害等

の発生により、水損等

の被害が生じ、又は生

じていると見込まれる

地方公共団体等の保有

する公文書等について

の助言やデジタルアー

カイブ化の推進等の助

言を行う。 

さらに、最新のＩＴ

技術を活用したデジタ

ルアーカイブ・システ

ムについて調査検討を

行う。 

数値目標：数値目標指

導・助言等の求めがあ

った場合は、その全て

に対応 

・地方公共団体が設置する審議会等（例 東京

都公文書館デジタルアーカイブ基本構想検討

委員会、歴史的資料の選別収集に関する審査

会（静岡県））に職員を委員等として派遣し、

地方公共団体からの要請全てに応じた。 

・平成 27年９月関東・東北豪雨での鬼怒川の氾

濫により、常総市が保有する行政文書に水損

被害が発生した。館は、茨城県教育委員会教

育長及び常総市長からの要請に基づき、水損

した行政文書の復元に当たる人材の育成を図

り、早急に作業を進める環境を整備すること

を目的として、平成 28 年度も引き続き、12

月、１月、３月に館職員を派遣した。水損行

政文書の復元に係る技術指導、常総市被災行

政文書等保全連絡会議への参加等、同市被災

公文書の救援に取り組んだ。 

・最新の IT 技術を活用したデジタルアーカイ

ブ・システムについて調査検討し、報告書に

まとめるとともに、館ホームページで公表し

た。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―９ （２）歴史公文書等の保存及び利用その他の措置 ③連携協力、調査研究、国際的な公文書館活動への参加・貢献 イ 調査研究 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立公文書館法第 11 条第１項第５号（調査研究） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 指標等 達成 

目標 
基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度   ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

歴史資料等保有施設

全施設への調査実施 
－ － － － － － 483 施設

予算額（千円） 
－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
      決算額（千円） 

－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
      経常費用（千円） 

－ － － 1,457,028 

の内数 
1,551,931 

の内数 
      経常利益（千円） 

－ － － 1,465,704 

の内数 
1,462,878 

の内数 
      行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 1,710,578 

の内数 
1,785,185 

の内数 
      従事人員数 

－ － － 
49 

の内数 

52 

の内数 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
ⅰ）国の機関、独立行政

法人等、地方公共団体

その他民間に所在する

歴史資料として重要な

公文書等について、所

在把握を目的とした調

査研究を計画的に実施

するとともに、所在情

報の一体的な提供を実

ⅰ）歴史公文書等の所

在把握に係る中期的な

計画に基づき、歴史資

料等保有施設に所在す

る歴史公文書等の現状

把握を行うとともに、

所在情報の一体的な提

供を実現するための技

術的な研究を行う。 

＜主な定量的指標＞ 

・歴史資料等保有施設

全施設への調査実施 

 

＜その他の指標＞ 

・調査研究の公表状況 

 

＜評価の視点＞ 

調査研究を適切に実施

＜主要な業務実績＞ 

・「歴史公文書等の所在把握を目的とした調

査研究に係る中期的な計画」（平成 27 年７

月 16 日館長決定）に基づき、平成 28 年度

においては、歴史資料等保有施設全施設

（全 483 施設）に対して調査を行った。そ

の結果、343 施設から回答があり、当該施

設に関する基本情報及び所蔵資料の概要

の把握等を行った。未回答の 140 施設につ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

歴史資料等保有施設全 483 施設に対する

調査を行い、当該全施設から回答を得るこ

とが困難である中、回答のあった 343 施設

について基本情報及び所蔵資料の概要の把

握等を行い、未回答の施設についても、当

該調査の趣旨や意義について説明を行い当

該調査への協力を求め、結果として類似の

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

「歴史公文書等の所在把握を目的とした調査研究に係る中期

的な計画」（平成 27 年７月 16 日館長決定）に基づき、平成 28

年度は歴史資料等保有施設全施設（全 483 機関）に対する調査

を実施するとともに、平成 27 年度に調査を行った機関へのフォ

ローアップ調査を行い、各機関に関する基本情報及び所蔵資料

の概要等を「平成 28 年度歴史資料として重要な公文書等の所在
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現するための技術的な

研究を行うこと。 
【指標】  
・歴史資料等保有施設

全施設への調査実施 

 

 

数値目標: 歴史資料等

保有施設全施設への調

査実施 

 

するとともに、その成

果について適切な活用

等が図られているか。 

 

いては、当該調査の趣旨や意義について改

めて説明を行い当該調査への協力を求め

たものの、最終的に回答はなされなかっ

た。また、平成 27 年度調査のフォローア

ップとして、国立公文書館等及び地方公共

団体が設置する公文書館等(90 機関)へも

フォローアップの調査を行い、全機関に関

する基本情報及び所蔵資料の概要の把握

等を行った。また、特徴的な取組を行って

いる６機関に対しては現地を訪問し、担当

者にヒアリングを行うことにより調査の

充実を図った。これらの成果を平成 29 年

3 月に報告書としてまとめた。（館ホームペ

ージへの掲載は平成 29 年 5 月）。 

・所在情報の一体的な提供については、文献

調査等により国内外における先行事例や

取組等の把握を行うとともに、国内での先

行的な取組を行っている機関の担当者に

ヒアリングを実施し、前年度に整理した所

在情報の一体的な提供を実現する上での

課題等と合わせて取りまとめ、これらの成

果を平成 29 年 3 月に報告書としてまとめ

た。（館ホームページへの掲載は平成 29 年

5 月）。 

調査よりも多くの施設から回答を得た。ま

た、平成 27 年度に調査を行った公文書館等

にもフォローアップの調査を行い、これら

の成果を館ホームページで公表した。 
館の保存する特定歴史公文書等の内容等

に関する調査研究については、公正取引委

員会から移管された文書に関する調査研究

を行い、成果を『北の丸』第 49 号に掲載し

たほか、内閣文庫資料の内容等について

は、『言贈帳』や、中世文学写本『平家物

語』等を中心に調査（その成果の一部は

『北の丸』第 49 号で公表。残りの成果につ

いても、平成 29 年度以降に発行する『北の

丸』に順次掲載する予定）を行い、レファ

レンス機能の向上につなげた。 
さらに、年度目標や事業計画にはない取

組として、国立公文書館等の機能・施設の

在り方等に関する調査検討会議の報告書

（平成 28 年３月）において、当館に対して

収集活動の拡大等が求められたことから、

当館の体制も整備されない中、国内外で個

人や団体等が保有する歴史公文書等の積極

的な収集・提供のための仕組みの整備等に

着手するとともに、有識者による検討会議

を設置し計４回の会議を開催したことなど

により論点整理を行った。 
これらを踏まえれば、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められることか

ら、Ａと評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
引き続き、「歴史公文書等の所在把握を目

的とした調査研究に係る中期的な計画」に

基づき調査を実施するほか、歴史公文書等

の保存及び利用に関する調査研究に努め

る。 

情報に関する調査報告書」（平成 29 年 3 月）にて取りまとめる

など、当初目標に掲げた調査研究の適切な実施及びその成果の

適切な公表が行われたことは評価できる。 

また、国立公文書館の機能・施設の在り方に関する基本構想

（平成 28 年３月）において、収集活動の拡大等が求められたこ

とを踏まえ、有識者による検討会議を開催し、積極収集に関す

る今後の検討に向けた論点の整理を取りまとめ、今後の方針を

示したことは評価できる。 

もっとも、収集活動の拡大については、国立公文書館の機能・

施設の在り方に関する基本構想において求められた収集活動の

拡大等についての検討を実施したものであり、所期の目標を上

回る成果が得られているとまでは認め難い。 

以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を達成している

としてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 特に歴史資料等保有施設全施設調査の未回答施設について

は、継続的な情報登録の働きかけを実施する等、引き続き、歴

史公文書等の保存及び利用に関する調査研究を適切に実施し、

成果の適切な活用等を図る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

ⅱ）歴史公文書等につ

いて専門的な調査研究

を行い、利用者サービ

スの質の向上等につな

げるとともに、その成

果を公表することによ

り広く国民の利用に供

すること。 

ⅱ）歴史公文書等につ

いて専門的な調査研究

を行い、利用者サービ

スの質の向上等につな

げるとともに、その成

果を公表することによ

り広く国民の利用に供

する。 

・公正取引委員会から移管された文書に関す

る調査研究を実施し、その成果を研究紀要

『北の丸』第 49 号にて公表した。 

・将軍が日常生活を送る「奥」と妻子が生活

する「大奥」の雑用を務める奥坊主御小道

具役の業務日誌である『言贈帳』（全 3冊）

の調査を実施し、解題及び全文翻刻の作成

を行った。中世に成立した軍記物語(『平家

物語』等)の写本を中心に 120 件について

調査を行い、解題を作成した。江戸時代を

代表する学者・林羅山（1583～1657）の旧

蔵書（全 437 タイトル）について、書物の

内容や来歴等の調査を実施し、羅山による

書き込みがあるなどの重要なもの（21 タイ

トル）について解題を作成した。これらの

調査研究の一部については、研究紀要『北

の丸』第 49 号にて公表したほか、それ以
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外の部分については、平成 29 年度以降に

発行する『北の丸』に順次掲載するなどの

方法により、一般の利用に供する予定であ

る。 

・研究紀要『北の丸』第 49 号を刊行し、関

係機関等に配布した。なお、本紀要の利用

実態については書面によるアンケート調

査を行い、今後送付に及ばないと回答した

機関への印刷版の配布を停止し、本紀要の

印刷部数を見直した。また、本紀要の有料

化について検討を行ったが、配布を希望す

る機関の多くが当該機関の研究紀要を無

償で関係先（当館を含む。）に配布している

ことから、引き続き当館も無償にて配布す

ることとした。 

 
４．その他参考情報 
・個人や団体等が保有する歴史公文書等の収集機能を強化するため、購入やデジタル複製、オーラルヒストリーによる積極収集のための仕組みの整備及び具体的実施について検討に着手した。平成 28 年度は、歴史資料等の収集方針及び

計画の策定について有識者との議論を開始し、論点整理を行った。 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―10 （ ２ ） 歴 史 公 文 書 等 の 保 存 及 び 利 用 そ の 他 の 措 置  ③ 連 携 協 力 、 調 査 研 究 、 国 際 的 な 公 文 書 館 活 動 へ の 参 加 ・ 貢 献  ウ  国 際 的 な 公 文 書 館 活 動 へ の 参 加 ・ 貢 献 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立公文書館法第 11 条第１項第７号（附帯業務） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
国際会議での発表回

数 
２回 

以上 
－ － － － － ９回 

予算額（千円） 
－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
  

       
 決算額（千円） 

－ － － 1,587,894 

の内数 
1,371,313 

の内数 
  

       
 経常費用（千円） 

－ － － 1,457,028 

の内数 
1,551,931 

の内数 
  

   
 

   
 経常利益（千円） 

－ － － 1,465,704 

の内数 
1,462,878 

の内数 
  

       
 行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ － － 1,710,578 

の内数 
1,785,185 

の内数 
  

       
 従事人員数 

－ － － 49 

の内数 
52 

の内数 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価  主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価  
ⅰ）館が国際社会にお

ける我が国の地位に

ふさわしい形でその

役割を果たすため、国

際会議等へ積極的に

参画し、情報の発信・

収集に努めるととも

に、諸外国の公文書館

等との相互協力、訪

問・研修受入れ等を推

進し、得られた成果を

広く国内へ還元する

こと。 

 

ⅰ）館が国際社会にお

ける我が国の地位に

ふさわしい形でその

役割を果たすため、国

際会議等へ積極的に

参画し、情報の発信・

収集に努めるととも

に、諸外国の公文書館

等との相互協力、訪

問・研修受入れ等を推

進し、得られた成果を

広く国内へ還元する。 

＜主な定量的指標＞ 

・国際会議での発表

回数 

 

＜その他の指標＞ 

・情報の発信・収集 

・諸外国の公文書館

等との相互協力、訪

問・研修受入れ等 

・韓国で開催された

国際公文書館会議

（ＩＣＡ）の大会へ

の参加状況 

・諸外国の先進事例

の収集、国内関係機

関等提供状況 

 

＜評価の視点＞ 

国際的な公文書館活

動への積極的な貢献

や外国の公文書館と

の交流推進、情報の収

集・分析・提供等が適

切に実行できている

か。 

＜主要な業務実績＞ 

(1) 国際会議等へ積極的に参画 

・４月 20 日から 22 日まで及び９月５日・６日に、館長

が国際公文書館会議（ＩＣＡ）東アジア地域支部（Ｅ

ＡＳＴＩＣＡ）議長としてＩＣＡの執行委員会等に出

席した。 

・９月５日、ＥＡＳＴＩＣＡ初の試みとして第 18 回ＩＣ

Ａ大会期間中にソウルで開催されたＥＡＳＴＩＣＡ

特別フォーラムにおいて、館長がＥＡＳＴＩＣＡ議長

として議論を取りまとめた。 

・５月 17 日から 20 日まで、文部科学省からの要請を受

け、職員が第７回「世界の記憶」アジア太平洋委員会

総会に出席する日本政府代表に同行した。 

・ユネスコ「世界の記憶（ＭＯＷ）」選考委員会の各委員

会（第 17 回（12 月１日）、第 18 回（１月６日）及び

第 19 回（２月 20 日））にフェローが委員として出席

し、次期ユネスコ「世界の記憶」登録推薦物件選定に

係る国内公募要領等について討議した。 

(2) 情報の発信・収集 

・９月 11 日、ＩＣＡ会長及びＩＣＡ事務総長を招へいし

て第 18 回ＩＣＡソウル大会記念シンポジウムを東京

で開催し、181 名の聴衆を得た。 

・館の所蔵資料の紹介及び所蔵資料に関する調査・研究

を掲載した研究紀要『北の丸』第 49 号を、ＩＣＡ・Ｅ

ＡＳＴＩＣＡ関係者等及び日本・東アジア研究学部を

持つ外国の大学図書館等 68 箇所に送付した。 

(3) 諸外国の公文書館等との相互協力、訪問・研修受入れ

等 

・オーストラリア国立公文書館所蔵日系企業記録の寄贈

申出について、外部有識者を交えた準備委員会を設置

して検討を行うとともに現地調査を実施し、受入準備

を進めた。 

・平成 29 年秋の日・デンマーク外交関係樹立 150 周年記

念展示の開催に向け、デンマーク国立公文書館等とと

もに準備を進めた。 

・海外の公文書館関係者の訪問を計 18 件受け入れた。 

海外の公文書館関係者等の訪問 

日付 国/地域 来館者 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

４年に一度開催される国際公文書館会

議（ＩＣＡ）大会において、数値目標比

350％超に当たる９回の発表を行い、日本

のアーカイブズについて積極的な情報発

信を行った。また、館長がＥＡＳＴＩＣ

Ａ議長としてＩＣＡの執行委員会等に出

席したことは、国際社会における我が国

の地位にふさわしい形での役割を果たし

たと言える。 

国内関係者に向けては、第 18 回ＩＣＡ

ソウル大会記念シンポジウムを開催し、

大会の成果を還元するとともに、日本の

アーカイブズに係る議論の場を提供し

た。 

このほか、オーストラリア国立公文書

館所蔵日系企業記録の寄贈受入準備や

日・デンマーク外交関係樹立 150 周年記

念展示の開催準備といった外国公文書館

との共同事業を進めたほか、外国公文書

館関係者の訪問を計 18 件受け入れた。 

さらに、役職員が韓国国家記録院ソウ

ル記録館、デンマーク国立公文書館、オ

ーストラリア国立公文書館シドニー分館

等の各国公文書館をそれぞれ視察して情

報を収集した。 

諸外国の公文書管理制度や公文書館に

おける展示・保存スペース等に関する最

新の情報を収集し、各研修の講義内容や

配付資料に反映させた。 

これらを踏まえれば、所期の目標を高

い水準で達成したと認められることか

ら、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、国際的な公文書館活動への

積極的な参加・貢献に努める。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 

国際会議等への積極的な参画及び得られた成果の国内

還元については、４年に一度開催されるＩＣＡ大会におい

て、９回の発表を行い、日本のアーカイブズについて積極

的に情報発信するとともに、国内関係者に向けては、第 18

回ＩＣＡソウル大会記念シンポジウムを開催することで、

大会の成果を還元し、日本国内でのアーカイブズに係る議

論の場を提供したことは大いに評価できる。また、館長が

ＥＡＳＴＩＣＡ議長としての重責を担い、ＩＣＡの執行委

員会等に出席したことは、国際社会における我が国の地位

にふさわしい役割を果たしたと言える。 

特に、国際会議での発表については、ＩＣＡ大会事務局

が公募する発表に対して、テーマに沿った適切な内容の応

募を積極的に実施したことから、年度目標に掲げた２回以

上を大幅に上回る 350％超の水準で達成しており、大きな

成果であると言える。 

 また、オーストラリア国立公文書館所蔵日系企業記録の

寄贈申出に対して、準備委員会を設置し検討する等の受入

準備、平成 29 年度秋の特別展として開催することとなっ

た日・デンマーク外交関係樹立 150 周年記念展示の開催準

備といった外国公文書館との共同事業を積極的に進めた

ことに加え、韓国国家記録院ソウル記録館、デンマーク国

立公文書館等、諸外国の公文書館を視察して情報収集を図

るとともに、公文書館制度等について調査し、調査結果及

びそれらの分析を国内での研修に反映させるなど幅広く

提供することで、館情報の発信にも努めたことは大いに評

価できる。 

 以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を上回る成

果が認められるとしてＡと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

引き続き、国際的な公文書館活動への積極的な参画や諸

外国の公文書館等との交流を促進する。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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４月 12日 
フィンラン

ド 

フィンランド国立公文書館職

員 

４月 25日 韓国 韓国国家記録院職員 

４月 26日 
アラブ首長

国連邦 
UAEシャルジャ公文書館長 

６月８日 韓国 韓国国家記録院長 

７月７日 韓国 韓国行政自治部訪問調査団 

９月１日 ベトナム 
ベトナム記録アーカイブズ協

会代表団 

９月２日 
サウジアラ

ビア 

アブドゥルアズィーズ国王財

団事務局長 

９月 12日 

オーストラ

リア、イギ

リス 

ICA会長・ICA事務総長 

９月 13日 チリ 
チリ共和国アーキビスト協会

会長 

10月３日 韓国 韓国国立中央図書館職員 

10月 12日 ベトナム 
ベトナム国家記録アーカイブ

ズ局職員 

10月 21日 ロシア 
ロシア科学アカデミー東洋学

研究所日本研究センター所長 

11月 25日 ベトナム 

ベトナム社会主義共和国 ト

ゥアティエン=フエ省文書・

アーカイブズ局長 

12月８日 中国 
中国人民大学情報資源管理学

部長 

１月 25日 リトアニア リトアニア特別文書館長 

１月 26日 イラン テヘラン大学大学院研修生 

３月 29日 ロシア 

ロシア国立人文学総合大学 

(RGGU) 歴史アーカイブズ学

院アーカイブズ管理学系長 

３月 30日 アメリカ 

カリフォルニア大学ロサンゼ

ルス校アーカイブズ専攻大学

院生 

・11月 14日から 12月２日まで、ＥＡＳＴＩＣＡが香港

大学と共催する既卒者向けアーカイブズ学講座に職

員を派遣した。 

平成 29年度においては、ＥＡＳＴＩＣ

Ａ議長として引き続きＩＣＡの運営に参

加する。 

 ⅱ）韓国で開催予定の

国際公文書館会議（Ｉ

ＣＡ）の大会に参加

ⅱ）韓国で開催予定の

国際公文書館会議（Ｉ

ＣＡ）の大会に参加

・９月５日から 10日まで、ソウル（韓国）において開催さ

れた第 18 回ＩＣＡ大会に外部有識者を含む９名の発表

者を派遣し、東日本大震災後の取組や公文書管理法制の
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し、我が国の公文書館

活動の状況を積極的

に発信すること。 

 

【指標】 

・国際会議での発表

回数：２回以上 

し、我が国の公文書館

活動の状況を積極的

に発信する。 

 

数値目標：国際会議で

の発表回数２回以上

実施 

見直し等について発表を行い日本のアーカイブズに関す

る最新情報を発信するとともに、修復ワークショップに

おいて水損資料の復旧方法を紹介した。また、これらの

発表資料等を館ホームページに掲載した。 

 ⅲ）諸外国の先進事例

の収集に努め、国内関

係機関等に広く提供

すること。 

ⅲ）諸外国の先進事例

の収集に努め、国内関

係機関等に広く提供

する。 

・館長等が韓国国家記録院ソウル記録館、デンマーク国立

公文書館、デンマーク王立図書館、アマリエンボルグ宮

殿博物館、デンマーク国立博物館を視察した。このほか、

職員等がオーストラリア国立公文書館シドニー分館、韓

国国会図書館をそれぞれ視察して情報を収集した。 

・イギリスやスペインの政府における電子記録管理制度と

その取組等について調査し、『アーカイブズ』第 61号（８

月）及び第 62号（11月）に発表した。 

・諸外国の公文書管理制度や公文書館における展示・保存

スペース等に関する最新の状況を収集し、館による研修

の講義内容や配付資料に反映させた。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―11 （３）研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
公文書管理法第 32 条第２項（研修） 
国立公文書館法第 11 条第１項第６号（研修） 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】研修の実施等は、歴史公文書等の適切な保存及び

利用を確保する上で重要な役割を果たすものであり、必要に応じ

研修内容等を見直しつつ、効果的に実施する必要がある。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度  ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
年間延べ受講者数 

（目標値） 

各年度目標

値を設定 
－ 350 人 － 850 人 1,000 人 1,200 人

予算額（千円） 
－ － － 

1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

研修受講者数合計 － － 1,094 人 1,134 人 1,146 人 1,335 人 1,349 人
決算額（千円） 

－ － － 
1,587,894 

の内数 

1,371,313 

の内数 

うちアーカイブズ研修 
－ － 177 人 196 人 114 人 101 人 133 人

経常費用（千円） 
－ － － 

1,457,028 

の内数 

1,551,931 

の内数 

うち公文書管理研修 
－ － 917 人 938 人 1,032 人 1,234 人 1,216 人

経常利益（千円） 
－ － － 

1,465,704 

の内数 

1,462,878 

の内数 

（達成度） 
－ － 312% － 135％ 133％ 112％

 行政サービス実施

コスト（千円） 
－ － － 

1,710,578 

の内数 

1,785,185 

の内数 

 講師派遣 
－ － 52 件 36 件 32 件 29 件 35 件

 従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
ⅰ）歴史公文書等の保

存及び利用に関し、公

文書管理法の施行実績

や対象機関のニーズ等

を踏まえ、日程、人員、

対象等を見直しつつ、

以下の研修を効果的に

実施すること。  
・国の機関、地方公共団

ⅰ）歴史公文書等の保

存及び利用に関し、公

文書管理法の施行実績

や対象機関のニーズ等

を踏まえ、日程、人員、

対象等を見直しつつ、

以下の研修を効果的に

実施する。 

・国の機関、地方公共団

＜主な定量的指標＞ 

・年間延べ受講者数 

 

＜その他の指標＞ 

・研修満足度 

・各種の研修会への講

師等の派遣状況 

・専門職員養成の強化

方策の検討 

・研修の年間延べ受講者数は、「アーカイブ

ズ研修」が 133 名、「公文書管理研修」が

1,216 名であり、合計 1,349 名であった。

・アーカイブズ研修は以下のとおり。 

名称 受講者数 満足度（「満

足」・「ほぼ

満足」） 

アーカイブズ

研修Ⅰ 

63 機 関

87 名 
98.0％ 

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

研修受講者の受講者数は、数値目標比約

12％超に当たる 1,349 人であった。また、各

研修会において実施したアンケートによる

と、 

満足度が「満足」・「ほぼ満足」とした受

講者は全受講者の８割を超え、研修の質も高

い水準を維持している。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 

 重要度：高である研修の実施について、行政機関及び独立行

政法人等の職員に対し、公文書管理の重要性に関する意識啓発

や、歴史公文書等の適切な保存及び移管を確保するために必要

な知識及び技能を習得させ、並びに向上させるための公文書管

理研修を、また、国の機関、地方公共団体等の文書の保存・利

用機関の職員を対象に、歴史資料として重要な公文書等の保存

及び利用に係る知識の習得を中心とするアーカイブズ研修を、
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体等における文書の

保存・利用機関の職

員を対象に、歴史資

料として重要な公文

書等の保存及び利用

に係る知識等を習得

させるために必要な

研修。  
・行政機関及び独立行

政法人等の職員に対

し、公文書管理の重

要性に関する意識啓

発を行い、歴史公文

書等の適切な保存及

び移管を確保するた

めに必要な知識及び

技能を習得させ、並

びに向上させるため

に必要な研修。 
【重要度：高】 

研修の実施等は、歴史

公文書等の適切な保存

及び利用を確保する上

で重要な役割を果たす

ものであり、必要に応

じ研修内容等を見直し

つつ、効果的に実施す

る必要がある。 

体等における文書の

保存・利用機関の職

員を対象に、歴史資

料として重要な公文

書等の保存及び利用

に係る知識等を習得

させるために必要な

研修。 

・行政機関及び独立行

政法人等の職員に対

し、公文書管理の重

要性に関する意識啓

発を行い、歴史公文

書等の適切な保存及

び移管を確保するた

めに必要な知識及び

技能を習得させ、並

びに向上させるため

に必要な研修。 

数値目標： 年間延べ受

講者数 1,200 人以上 

 

・高等教育機関等から

の実習生の受入れ 

 

＜評価の視点＞ 

研修を適切に実施する

とともに、ニーズを踏

まえ、適切に研修計画

を見直しているか。 

アーカイブズ

研修Ⅱ 

22 機 関

28 名 
96.0％ 

アーカイブズ

研修Ⅲ 

７ 機 関

18 名 
 95.0％※

※公文書管理研修Ⅲ及びアーカイブズ研修Ⅲの

受講者アンケート結果を合算。

・公文書管理研修は以下のとおり。 

名称 受講者数 満足度

（「満足」・

「ほぼ満

足」） 

公文書管理研修

Ⅰ（第１回） 

67 機 関

143 名 
97.5% 

公文書管理研修

Ⅰ（第２回） 

49 機 関

135 名 
96.6% 

公文書管理研修

Ⅰ（第３回） 

64 機 関

114 名 
96.1% 

公文書管理研修

Ⅰ（第４回） 

58 機 関

116 名 
94.2% 

公文書管理研修

Ⅰ（第５回） 

75 機 関

192 名 
94.0% 

公文書管理研修

Ⅰ（第６回） 

38 機 関

95 名 
90.6% 

公文書管理研修

Ⅰ（第７回） 

38 機 関

81 名 
92.2% 

公文書管理研修

Ⅱ（第１回） 

89 機 関

214 名 
97.1% 

公文書管理研修

Ⅱ（第２回） 

58 機 関

122 名 
89.4% 

公文書管理研修

Ⅲ 

４機関４

名 
95.0％※ 

※公文書管理研修Ⅲ及びアーカイブズ研修Ⅲの受講

者アンケート結果を合算。 

専門職員（アーキビスト）養成の強化を図

るため、年々、外部機関の受講者が減少して

いるアーカイブズ研修Ⅲについて、対象機関

の状況、ニーズ等の把握を行い、その結果を

人材養成ＰＴで検討し、外部機関からの受講

をしやすくする見直しを行った。 

また、年度目標及び事業計画にはない取組

として、公文書管理に係る専門人材の養成に

関し、平成 27 年度に館で取りまとめた専門

職員の職務内容、遂行要件に係る職務基準書

案について、アーカイブズの関係機関との意

見交換等を通じて見直しを行うとともに、有

識者からの意見聴取等を踏まえて検討を進

めた。 

これらを踏まえれば、所期の目標を上回る

成果が得られていると認められることから

Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、国、地方公共団体等における文

書の保存利用機関の職員並びに行政機関及

び独立行政法人等の職員への研修に努める。 

それぞれ対象者の知識・業務経験等に応じて受講できるようカ

リキュラム分けを行い、体系的な研修を実施している。 

研修に参加した対象機関の状況、参加者へのアンケート結果

から判明したニーズを踏まえ、研修の実施回数を増やしたこと、

外部機関の受講者数が減少しているアーカイブズ研修Ⅲにおい

て、年度をまたぐ分割履修の導入や単位制の導入など、研修の

対象者に受講し易くするような見直しを行ったこと、事業計画

において目標に掲げた年間延べ受講者数 1,200 名程度とした目

標値を 12％上回る水準で達成したことは評価できる。 

また、公文書管理に係る専門人材の養成に関する職務基準書

案について、アーカイブズ関係機関との意見交換を実施すると

ともに、有識者からの意見聴取等を実施し、見直しを行うなど

の検討を進めたことは評価できる。 

もっとも、対象機関等のニーズを踏まえた研修カリキュラム

の充実及び職務基準書案の検討を進めたことについては、専門

職員（アーキビスト）養成に係る強化方策の検討を適切に実施

した結果であり、所期の目標を上回る成果が得られているとま

では認め難い。 

 以上を踏まえ、年度目標における所期の目標を達成している

としてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 引き続き、研修計画全体を絶えず精査するとともに、専門職

員（アーキビスト）養成の強化方策について検討し、その結果

を研修カリキュラムに反映させる。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

 ⅱ）国、独立行政法人等

及び地方公共団体その

他外部の機関において

行われる研修会等に対

し、講師派遣等の支援

を行うこと。 

ⅱ）国、独立行政法人等

及び地方公共団体その

他外部の機関において

行われる研修会等に対

し、 講師派遣等の支援

を行う。 

・地方公共団体その他外部の機関において行

われる研修会等に対して、役職員を講師等

として派遣するとともに、歴史公文書等の

移管の趣旨の徹底を図るため、関係行政機

関及び独立行政法人等が実施する研修に

おいて職員が講義を行った。 

・高等教育機関と連携した人材育成に係る取
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組として、学習院大学大学院人文科学研究

科アーカイブズ学専攻等の講義へ職員を

講師として派遣した。また、高等教育機関

からの実習受入れを実施した（８月 29 日

～９月９日、３機関５名）。 

 ⅲ) 対象機関等のニー

ズを踏まえ、専門職員

（アーキビスト）養成

に係る強化方策を検討

し、その結果を研修カ

リキュラムに反映させ

ること。 

ⅲ) 対象機関等のニー

ズを踏まえ、専門職員

（アーキビスト）養成

に係る強化方策を検討

し、その結果を研修カ

リキュラムに反映す

る。 

・館では、館が実施する研修及び人材養成に

係る取組の充実・強化等の方策を検討する

ため、「公文書管理制度を支える人材養成

等のためのプロジェクトチーム」（以下「人

材養成ＰＴ」という。）を設け公文書管理制

度を支える人材養成等の具体的な方策に

ついて検討を行っているが、平成 28 年度

においては人材養成ＰＴを４回開催した。 

・専門職員として必要な専門的知識の習得を

目指して行っているアーカイブズ研修Ⅲ

について、年々、外部機関の受講者が減少

していることから、人材養成ＰＴでは、外

部機関からアーカイブズ研修Ⅲへの受講

者増加を図るため、対象機関の状況、ニー

ズ等をアンケート調査等で把握し、アーカ

イブズ研修Ⅲの見直しを行うことで、専門

職員の養成の強化を図った。アーカイブズ

研修Ⅲの見直しの結果は、以下のとおり。 

・受講に際し、１年度での履修から最大３年

度にまたがる分割履修を導入することで、

長期出張に伴い派遣元機関に生じる業務

上の負担を緩和することが可能となる。 

・単位制を導入（講義全 60単位中 48単位以

上、論文 10単位を修了要件とする。）し、

必修科目と選択科目を導入することで、専

門職員の養成に不可欠な科目の履修を必

須としつつ、受講生の業務や派遣元機関の

置かれている環境等に応じて科目を選択

することが可能となる。 

・また、公文書管理研修Ⅰの受講環境の改善

について、人材養成ＰＴで検討を行い、「公

文書管理研修Ⅰ」の実施回数を７回から８

回に増やすこととした。 

・以上の検討結果を、平成 29 年度研修計画

に反映をさせた。 

・平成 29 年度事業計画においては、数値目
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標を年間延べ受講者 1,200人以上とした。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－１ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―12 （４）アジア歴史資料センターにおける事業の推進 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
「アジア歴史資料整備事業の推進について」（平成 11 年 11 月 30 日閣議決定） 
「20世紀を振り返り21世紀の世界秩序と日本の役割を構想するための有識者懇

談会」報告書（平成 27 年８月６日） 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度   ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 
受入れから 1 年以内

公開達成率 
100% － － － － － 100% 

 予算額（千円） 
－ － － 

315,139 

の内数 

306,850 

の内数 

公開画像数  決算額（千円） 
－ － － 

315,139 

の内数 

306,850 

の内数 

（実績値） 
－ － 約 160 万 約 211 万 約 103 万 約 72 万 約 51 万

 経常費用（千円）
－ － － 

287,751 

の内数 

233,140 

の内数 

（達成度） 
－ － － － － 100% 100%

経常利益（千円）
－ － － 

289,562 

の内数 

308,022 

の内数 

（累 計） － － 約 2,600 万 約 2,810 万 約 2,913 万 約 2,985 万 約 3,036 万
行政サービス実施

コスト（千円） 
－ － － 

280,788 

の内数 

245,270 

の内数 

公開データ遡及点検  従事人員数 
－ － － 

49 

の内数 

52 

の内数 

（目標値） 2,000 件以

上 
－ － － － 2,000 2,000

       

（実績値） － － － － － 2,025 2,210       

（達成度） － － － － － 101% 110%       

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

アジア歴史資料センタ

ーの業務については、

「アジア歴史資料整備

事業の推進について」

（平成11年 11月 30日

閣議決定）に基づき、引

き続き、我が国とアジ

ア近隣諸国等との間の

歴史に関し我が国が保

管する資料につき、国

民一般及び関係諸国民

の利用を容易にすると

ともに、これら諸国と

の相互理解の促進に資

するものとなるよう適

切に推進すること。 

ⅰ）上記の考え方に基

づき、引き続きデータ

ベース構築作業等の業

務の効率化に努めつ

つ、国内外の多様な利

用者のニーズをよりよ

く反映した情報の提供

を行い、利用者層の拡

大を図ること。あわせ

て、戦後期資料の提供

に向けた調整を行うこ

と。 

また、データベース

の利用に係る利便性の

向上のため、外部の意

見を聴取した上で、そ

の結果を可能なものか

ら反映させること。 

【指標】 

・受入れから 1 年以内

公開達成率：100% 

アジア歴史資料センタ

ーの業務については、

「アジア歴史資料整備

事業の推進について」

（平成11年 11月 30日

閣議決定）に基づき、引

き続き、我が国とアジ

ア近隣諸国等との間の

歴史に関し我が国が保

管する資料につき、国

民一般及び関係諸国民

の利用を容易にすると

ともに、これら諸国と

の相互理解の促進に資

するものとなるよう適

切に推進する。 

ⅰ）上記の考え方に基

づき、引き続きデータ

ベース構築作業等の業

務の効率化に努めつ

つ、国内外の多様な利

用者のニーズをよりよ

く反映した情報の提供

を行い、利用者層の拡

大を図る。あわせて、戦

後期資料の提供に向け

た調整を行う。 

また、データベースの

利用に係る利便性の向

上のため、外部の意見

を聴取した上で、その

結果を可能なものから

反映する。 

 

数値目標：受入れから 1

年以内公開達成率 100% 

公開データの解読補正

＜主な定量的指標＞ 

・受入れから 1 年以内

公開達成率 

・公開データの解読補

正作業 

 

＜その他の指標＞ 

・ホームページ上のコ

ンテンツの新規公開

又は更新 

・国内外の学会、教育・

研究機関における広

報活動 

・アジ歴ニューズレタ

ーの発行 

・国立公文書館アジア

歴史資料センター諮

問委員会開催状況 

・戦後資料の受入れに

向けた取組状況 

・検索精度向上に向け

た取組の実施状況 

・リンクによる資料提

供機能の拡充の状況 

・アンケート調査等の

実施状況 

・アジ歴ニューズレタ

ー登録者数 

 

＜評価の視点＞ 

国民一般及び関係諸国

民の利用を容易にし、

相互理解の促進に資す

るとともに、利用者の

拡充が適切に図られて

いるか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

アジア歴史資料について、公開の拡充及び利

用促進のために以下の業務を行った。 

・平成 27 年度中に３機関（国立公文書館、

外務省外交史料館、防衛省防衛研究所）か

ら提供を受けた資料の確認作業を行い、提

供画像数約 51 万画像の公開に向けた作業

を、平成 29 年１月 19 日までに完了し、年

度内に公開した。  

・新規公開の結果、平成 28 年度末日現在の

公開資料は約 209 万件、公開画像数は約

3,036 万画像となった。 

・戦後資料について、国立公文書館及び外務

省外交史料館と協議を行い、両館からデジ

タルデータの提供が開始された。 

・アジア歴史資料センター諮問委員会を３回

（6月 3日、11 月 25 日、2月 17 日）開催

した。アジ歴発信力強化が期待される中

で、今後の広報の在り方及び検索面での利

便性向上について議論され、平成 29 年度

以降の事業に結びつく意見が出された。 

・公開データの精度向上及びデータベースの

信頼性向上のため、既公開目録データの解

読補正作業（遡及点検）を行った。具体的

には、「外交史料館＞外務省記録＞A門」の

目録データ 2,210 件を対象に確認を行い、

作成者・組織歴等の再抽出、修正を行った。

・「辞書」機能及び「表記ゆれ検索」機能の充

実を図るため、データベースに 219 語の登

録を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

平成 27 年度中に３機関（国立公文書館、

外務省外交史料館、防衛省防衛研究所）から

提供を受けた提供資料約３万件、画像数約 51

万画像を 28 年度内に全て公開し、受入から

1 年以内に公開する目標を達成した。これに

より、平成 28 年度末日現在の公開資料は約

209 万件、公開画像数約 3,036 万画像となっ

た。 

 既公開目録データの解読補正作業を 2,210

件実施し、目標の 2,000 件以上を達成した。

また、検索精度を高めるため、データベース

に 219 語の登録を行い、「辞書」機能及び「表

記ゆれ検索」機能の充実を図ったことは、利

用者の利便性の向上に資するものである。 

戦後資料については、デジタルデータの提

供が開始され、今後の公開に向けての見通し

がついた。 

関係機関との連携が進展し、リンクによる

情報提供機能の拡充が図られたこと、インタ

ーネット特別展「公文書に見る終戦－統治機

構の変遷」の新規公開及びコンテンツ内容を

拡充したことは、データベース利用の促進に

つながっている。 

さらに、諮問委員会の意見等を踏まえ、国

内外の各種会議、セミナー等に参加してアジ

歴の広報活動を積極的に行い、その回数は昨

年度を上回るものとなった。その他「アジ歴

ニューズレター」の配信登録者数についても

増加され、発信力の強化が図られている。 

以上により、初期の目標を上回る成果が得

られていると認められることから、評価をＡ

とする。 

 

＜課題と対応＞ 

データベースの拡充及び国内外の利用者

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

昨年度取りまとめた「アジア歴史資料センターの当面の取組

方策（提言）」に基づき、平成 28 年度以降のデータベース構築

作業等の業務の効率化とともに、データベースの利用に係る利

便性の向上に努めている。 

また、データベース構築作業等の業務の効率化、公開データ

の精度向上及びデータベースの信頼性向上のため、平成 27 年度

中に３機関（国立公文書館、外務省外交史料館及び防衛省防衛

研究所）から提供を受けた資料の確認作業を行い、１年以内に

約 51 万画像を公開（受入れから１年以内の公開率 100％）する

とともに、既公開目録データの遡及点検 2,210 件を実施してお

り、いずれも年度目標として掲げた指標を達成している。 

さらに、戦後資料については、国立公文書館及び外務省外交

史料館と協議を行い、両館からデジタルデータの提供が開始さ

れ、今後の公開に向けての見通しがついたこと、アジア歴史資

料データベースの利用の促進については、北海道立図書館など

とのリンク協力を始めとしてホームページ上のリンクによる情

報提供機能の拡充が図られたことは評価できる。 

このように、国民一般及び関係諸国民の利用を容易にすると

ともに、これら諸国との相互理解の促進に資するものとなるよ

う適切に推進しており、年度目標における所期の目標を達成し

ている。 

もっとも、当初目標で設けられた受入れから１年以内の公開

達成率や公開データの解読補正作業の指標について、所期の目

標を上回る成果が得られているとまでは認め難い。 

 以上を踏まえ、所期の目標を達成していると認められること

から、Ｂと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 引き続き、国内外の多様な利用者のニーズをよりよく反映し

た情報の提供、広報活動・調査等を行い、利用者層の拡大等を

図る。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 
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・公開データの解読補

正作業：2,000 件以上 

作業件数 2,000 件以上

実施 

のニーズをよりよく反映した情報の提供、広

報活動を充実させ、利用者の拡充を図る。ま

た、データベースの利用に係る利便性の向上

に引き続き取り組む。 

ⅱ）関係機関とのリン

クによる資料提供機能

の拡充を図るととも

に、ホームページ上の

コンテンツの充実を図

るほか、アジア歴史資

料に係る多角的な情報

発信と連携した効果的

な広報を展開し、その

プレゼンスを高めるこ

と。 

ⅱ）関係機関とのリン

クによる資料提供機能

の拡充を図るととも

に、ホームページ上の

コンテンツの充実を図

るほか、アジア歴史資

料に係る多角的な情報

発信と連携した効果的

な広報を展開し、その

プレゼンスを高める。 

・インターネット上で公開されている滋賀大

学経済経営研究所の「旧植民地関係資料」

及び北海道立図書館の「北越殖民社関係資

料」について、リンクによる情報提供を１

月から開始した。また、神戸大学附属図書

館及び北海道立文書館とのリンクに向け

て協定書を 3月に締結した。 

・インターネット特別展「公文書に見る終戦

－統治機構の変遷」の新規公開とコンテン

ツ内容の拡充を２回実施した。 

・国内外の学会、教育・研究機関等の協力を

得て、各種会議、セミナー等に参加してア

ジ歴の広報活動を計 14 回（国内で８回、

海外で６回）行った。 

・アジ歴の利用促進等を目的としたメールマ

ガジン形式による「アジ歴ニューズレタ

ー」について、日本語版及び英語版を各３

回発行した。また、継続的にユーザ登録の

働きかけを行った結果、ニューズレターの

配信登録者数が平成 28 年度末で 2,055 人

となっている。 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費及び事業費総額 

削減額（百万円） － － △68 △32 

△23 

（△50） 

 

△49 

 

△38 

削減額・削減率いずれも決算ベース 

26 年度欄の括弧書きは消費税増税分を除

いた数値である。 
削減率（％削減） 

△2 － △6.3 △3.1 

△2.3 

（△5.0） 

 

△3.4 

 

△2.7 

競争性のない随意契約件数 － － 9 8 12 7 5  
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

   業務実績 自己評価 

(1)公文書管理法に基

づき、館に求められる

役割や業務に適切かつ

効率的に対応するとと

もに、外部委託や賃金

職員の活用等による事

務事業の効率化、合理

化について、不断の見

直し、改善を進めるこ

と。 

（1）館に求められる役

割や業務に適切かつ効

率的に対応するととも

に、外部委託や賃金職

員の活用等による事務

事業の効率化、合理化

について、不断の見直

し、改善を進める。 

＜主な定量的指標＞ 

・決算額における一般

管理費（人件費を除

く。）及び事業費の総

額の削減額・削減率 

 

＜その他の指標＞ 

・効率化、合理化による

見直し 

・競争性のない随意契

約件数 

・人事院勧告等を踏ま

えた給与の見直し 

・業務・システム最適化

計画への対応 

・セキュリティ対策の

推進状況 

 

＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 

・定時退館日の実施等による超過勤務時間

の縮減（前年度比 12％減）、従来随意契約

を行っていた案件の一般競争入札への移

行（１件）を着実に実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

業務運営の効率化については、定時退館日

の実施等による超過勤務時間の縮減、従来随

意契約を行っていた案件の一般競争入札へ

の移行等を行った。 

こうした取組等により、一般管理費（人件

費を除く。）及び事業費の総額は、対前年度比

2.7％の減となり、目標数値を達成した。 

また、「調達等合理化計画」に基づき、一

般競争入札等を実施し、真に競争性が確保さ

れているか、契約監視委員会を開催して、点

検・検証した。さらに、情報セキュリティ対

策の推進については、全ての役職員を対象に

情報セキュリティ研修及び自己診断テスト

を行い、適切に対応した。 

これらを踏まえれば、所期の目標を達成し

ていると認められることから、Ｂと評価す

る。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

定時退館日の実施等による超過勤務時間の縮減や従来随意契

約を行っていた案件の一般競争入札への移行など、業務運営の

効率化、経費削減、契約の適正化に取り組んでおり、一般管理

費及び事業費の総額について、年度目標に掲げる前年度比２％

以上を達成していることは評価できる。 

給与水準については、「一般職員の給与に関する法律の一部を

改正する法律」の例に準じて、職員の給与規程等の改正を行い、

適正化が図られている。 

「調達等合理化計画」に基づき、一般競争入札等を実施し、

契約監視委員会の開催により点検・検証を行うなど、契約の適

正化を推進するとともに、情報セキュリティ対策については、

全ての役職員を対象に情報セキュリティ研修及び自己診断テス

トを行い、適切に対応している。 

以上を踏まえ、当初目標を達成していることから、所期の目

標を達成しているとしてＢと評価したもの。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

(2)一般管理費（人件費

を除く。）及び事業費の

総額について、前年度

比２％以上を削減する

こと。 

【指標】 

・一般管理費（人件費を

除く。）及び事業費の総

額について、前年度比

（2）一般管理費（人件

費を除く。）及び事業費

の総額について、前年

度比２％以上を削減す

る。 

 

数値目標：一般管理費

（人件費を除く。）及び

事業費の総額につい

・一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の

総額は、対前年度比 2.7％の減となった。 
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２％以上を削減 て、前年度比２％以上

を削減 

効率的・合理的な業務

運営、経費削減等が行

われているか。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、効率化、合理化の視点を入れ、

無駄がないか徹底的な見直しを行う。 

 

 引き続き、業務運営の効率化、合理化について、不断の見直

し、改善を進めるとともに、契約の適正化に取り組む。 

 

＜その他事項＞ 

 特になし。 

(3)給与水準について、

国家公務員の給与水準

も十分考慮し、引き続

き適正化を図るととも

に、取組状況を公表す

ること。 

（3）給与水準につい

て、国家公務員の給与

水準も十分考慮し、引

き続き適正化を図ると

ともに、取組状況を公

表する。 

・人事院勧告に基づき、官民較差等に基づく

平成 28 年の給与水準改定及び、給与制度

の総合的見直しを内容とする「一般職員の

給与に関する法律の一部を改正する法律」

が施行されたことに伴い、同法の例に準じ

て、職員の給与規程等の改正を行った。 

 (4)公正かつ透明な調

達手続きによる適切

で、迅速かつ効果的な

調達を実現する観点か

ら、館が策定した「調達

等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施す

るとともに、競争性の

ない随意契約の見直し

を更に徹底し、一般競

争入札等（競争入札及

び企画競争・公募をい

い、競争性のない随意

契約は含まない。）につ

いても真に競争性が確

保されているか点検・

検証することにより、

契約の適正化を推進す

ること。 

（4）公正かつ透明な調

達手続きによる適切

で、迅速かつ効果的な

調達を実現する観点か

ら、館が策定した「調達

等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施す

るとともに、競争性の

ない随意契約の見直し

を更に徹底し、一般競

争入札等（競争入札及

び企画競争・公募をい

い、競争性のない随意

契約は含まない。）につ

いても真に競争性が確

保されているか点検・

検証することにより、

契約の適正化を推進す

る。 

・「調達等合理化計画」に基づき、重点的に取

り組む分野として、人的警備業務に関する

調達について、引き続き状況に即した調達

の改善及び事務処理の効率化に努めた。 

・平成 28 年度は本館の人的警備業務に関す

る調達については競争性の確保の理由か

ら一般競争入札に移行した。また、国立公

文書館インターネット接続サービス等一

式の調達については、国立公文書館全体の

インターネット接続回線等の見直しを行

うことにより、経費の節減を行った。 

・競争性のない随意契約の件数は、平成 27年

度 7 件に対して、平成 28 年度は５件とな

っている。また、競争性のある契約のうち

一者応札・一者応募の件数は、平成 27 年

度７件に対して、平成 28 年度０件となり、

競争性の確保に努めた。 

・平成 28 年６月に平成 27 年度調達に係る契

約監視委員会を開催し、契約案件について

の事務局からの詳細説明、委員による評価

が行われた。 

 (5)政府の情報セキュ

リティ対策における方

針を踏まえ、適切な情

報セキュリティ対策を

推進すること。 

（5）政府の情報セキュ

リティ対策における方

針を踏まえ、適切な情

報セキュリティ対策を

推進する。 

・館の役職員全体の情報セキュリティ意識

の向上を図るため、全ての役職員を対象

に、平成 29 年２月２日、６日、10 日、14

日、16 日、３月 13 日の６日間 に分けて、

情報セキュリティ研修（館の法人文書管理

研修と合同）及び自己診断テストを行っ

た。 
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 (6)「国立公文書館デジ

タルアーカイブ等シス

テムに関する業務・シ

ステム最適化計画」に

基づき、館業務の効率

化に取り組むこと。 

（6）「国立公文書館デ

ジタルアーカイブ等シ

ステムに関する業務・

システム最適化計画」

に基づき、館業務の効

率化に取り組む。 

・「国立公文書館デジタルアーカイブ等シス

テムに関する業務・システム最適化計画」

（平成 26 年３月 13 日決定）等に基づ

き、国立公文書館デジタルアーカイブ等シ

ステムの運用において、システムの信頼性

の確保と効率化を適切に実施した。 

・また、上記計画に基づき、平成27年度最適

化実施状況報告書及び実施評価報告書を

作成し、公表した。 

  
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－１ 財務内容の改善に関する事項 自己収入の増加 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

 事業収入（写しの交付を除く

有償頒布等） 
210万円以上 － 41万円 217万円 669万円 900万円 452万円 

 

 事業収入（上記を含む全体額） － － 2,061万円 2,381万円 3,415万円 3,189万円 2,442万円 決算ベース 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
「２業務運営の効

率化に関する事

項」で定めた事項

について配慮した

年度予算を作成

し、当該予算によ

る運営を行うこ

と。また、所蔵する

公文書資料等を活

用して自己収入の

増に引き続き取り

組むこと。 

【指標】 

・事業収入（写しの

交付を除く有償頒

布等）：210 万円以

上 

 

３．予算（人件費の

見積りを含む。）、収

支計画及び資金計

画別紙のとおり。な

お、事業収入の拡充

に努める。 

 

数値目標：事業収入

（写しの交付を除

く有償頒布等）210

万円以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・事業収入の推移 

 

＜その他の指標＞ 

・なし 

 

＜評価の視点＞ 

所蔵する公文書資料

等の活用により、自

己収入等の増加に取

り組んでいるか。 

＜主要な業務実績＞ 

・事業収入については、昨年度に引き続き図録・音声ガイドの有料化や関連グ

ッズ等販売収入、写しの交付等に係る手続料収入、「友の会」収入により、

計 2,442 万円となった。 

・事業収入の内訳は、写しの交付及びマイクロリーダ複写による手数料収入等

が 1,990 万円であり、図録・音声ガイドや関連グッズ等の館オリジナル商

品の販売による収入が 262 万円、「友の会」会費による収入が 190 万円とな

っている。 

館オリジナル商品の販売実績 
 

 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

有償頒布図

書 
40,980円 684,450円 204,400円 ― ― 

正保城絵図  162,000円 465,500円 418,500円 232,000円 503,500円 

絵葉書 192,000円 940,800円 961,300円 875,975円 720,520円 

一筆箋 11,700円 77,700円 81,600円 56,820円 38,700円 

クリアファ

イル 
― ― 180,720円 251,360円 230,100円 

特別展目録

等 
― ― 2,132,800円 2,680,200円 737,970円 

ＪＦＫ特別

展商品 
― ― 2,087,950円 2,928,800円 6,200円 

音声ガイド ― ― 624,200円 491,600円 378,400円 

合計 406,680円 2,168,550円 6,691,470円 7,516,755円 2,615,390円 

（注）雑誌「東京人」平成29年4月号は、特別展目録・雑誌等に含む。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

昨年度の評価で「引き続き、所蔵

する公文書等を活用して自己収入

の増加に取り組む」と指摘された。

これをうけ、図録・音声ガイドや関

連グッズ等販売による事業収入の

増に取り組んだ。事業収入につい

て、他律的な要素である写しの交付

等に係る手数料収入は、昨年度から

299 万円の減となったものの、写し

の交付等以外の事業収入は計 452

万円となり、数値目標比約 115％超

となった。 

これらを踏まえれば、所期の目標

を上回る成果が得られていると認

められることから、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、所蔵する公文書資料等

を活用して自己収入の増に取り組

む。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
事業収入について、平成 26 年度から平成 27 年

度にかけて約 42,000人を集客し、多額の関連商品

販売を記録したＪＦＫ展の影響もあり、両年度と

比べると写しの交付を除く事業収入額（以下単に

「事業収入額」という。）は減少しているものの、

平成 25 年度以前の事業収入額と比較すると最高

値を記録し、年度目標・事業計画で掲げた数値目

標を 25％上回る水準（目標設定時に友の会収入は

予期できなかったため、友の会収入を除いた数値）

で達成したことは、大いに評価できる。 

また、販売実績が好調な商品の作成数を増やし

たこと、日本国憲法・終戦の詔書の原本特別展示

にあわせて新たに長はがきを作成したこと、テレ

ビドラマ放映にあわせたツイッター配信等により

正保城絵図の販売を倍増させたこと等、販売実績

や来館者等のニーズ、時宜を得た販売に取り組ん

だことは評価できる。 

以上のことから、事業収入の拡充に積極的に取

り組んでいると認められ、当初目標を上回る成果

が認められるとしてＡと評価するもの。 

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 引き続き、所蔵する歴史公文書等の活用等によ
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り、事業収入の増加に取り組む。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－２ 財務内容の改善に関する事項 保有資産の見直し等 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

     

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
(2)保有資産の見直

し等については、

「独立行政法人の

保有資産の不要認

定に係る基本視点

について」（平成 26

年９月２日付け総

管査第 263 号総務

省行政管理局通知）

に基づき、保有の必

要性を不断に見直

し、保有の必要性が

認められないもの

については、不要財

産として国庫納付

等を行うこととす

る。 

４．短期借入金の限

度額 

短期借入金の限度

額は、１億円とし、

運営費交付金の資

金の出入に時間差

が生じた場合、不測

の事態が生じた場

合等に充てるため

に用いるものとす

る。 

 
・実績なし  評定 － 

＜評定に至った理由＞ 
実績がないため評価せず。 

 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 

５．不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

がある場合には、当

該財産の処分に関

する計画その見込

みはない。 

・実績なし 

 ６．５に規定する財

産以外の重要な財

産を譲渡し、又は担

保に供しようとす

るときは、その計画

その見込みはない。 

・実績なし 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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様式３－１－４－２ 行政執行法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度  関連する政策評価・行政事業レビュー  
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

 
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 
館職員の研修参加状況 25名 － 28名 24名 35名 32名 78名  

 各期末職員数（定員） － － 47名 47名 47名 49名 52名  

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 年度目標 事業計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ７．その他内閣府令等

で定める業務運営に関

する事項 

(1)内閣府令で定める

業務運営に関する事項 

①施設・整備に関する

計画その見込みはな

い。 

＜主な定量的指標＞ 

・館職員の館及び国内

外の公文書館その他

の機関が実施する研

修等への延べ参加者

数 

 

＜その他の指標＞ 

・年度目標期間を超え

る債務負担件数 

・各期末職員数（定員） 

 

＜評価の視点＞ 

内閣府令で定める業務

運営に関する事項につ

いて、適切な業務運営

がなされているか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・施設・設備に関する計画では見込まれてい

なかったが、東京本館においては、各種施

設の老朽化に伴う更新工事を行い、平成 29

年度人員増及び組織・体制の見直しに伴う

事務室の拡張作業等、館の運営に資するた

めの各種作業を行った。また、つくば分館

においては、中央監視装置にかかる熱源系

統温水流量計及び非常灯用鉛蓄電池等の更

新工事を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

人事に関して、館職員延べ 78 名（数値目標

比約 212％超）を研修等に参加させ、知識・

スキルの向上を図り、人材育成を進めた。 

内部統制関連規程等に基づき、必要な規

程・計画を策定した。 

また、監事監査を実施し、監査結果を館長

に対して通知した。 

さらに、職場環境の整備については、職員

の超過勤務時間の対前年度約 12％削減、休暇

取得率 67％となり、休暇取得やワークライフ

バランスの推進等職場環境の整備を図った。 

 これらを踏まえれば、所期の目標を上回る

成果が得られていると認められることから、

Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、内閣府令で定める業務運営に関

する事項について取組を行う。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 公文書管理法の施行により多大な業務が発生する中、平成 29
年度予算概算要求で増員要求を行い、歴史資料等の積極収集及

び提供に係る体制拡充及び審査業務・保存業務等の体制強化の

ため、10 名の増員が認められ、体制の強化が図られたことは評

価できる。 
内部統制の充実・強化について、関連規程等に基づき、リス

ク管理規程、防災業務計画、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し

たほか、監事監査を着実に実施するなど適切に行われている。 
職場環境の整備について、業務の効率化等の周知徹底を行い、

定期的に超過勤務時間等の把握を行うことにより、職員の超過

勤務時間の対前年度約 12％削減、休暇取得率は前年同様の 67％

となり、職員の超過勤務時間の削減や休暇取得・育児休暇取得

の推進による職場環境の整備が適切に行われている。 

館の職員の育成について、知識・スキルの向上を図るため、

年度目標に掲げる数値目標を大幅に上回る、館職員延べ 78名を

研修等に参加させ、人材育成を進めていることは大いに評価で

きる。 
以上を踏まえ、当初目標・計画を適切に実施していることは

認められるが、総じて所期の目標を上回る成果が得られている

とまでは認め難いことからＢと評価したもの。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
 引き続き、内閣府令で定める業務運営に関する事項について

取組を実施する。 

②人事に関する計画 

職員を館及び国内外

の公文書館を含むそ

の他機関が実施する

研修等に積極的に参

加させ、知識・スキル

の向上を図る等人材

育成を進める。 

 

数値目標：館職員の館

及び国内外の公文書館

その他の機関が実施す

る研修等への延べ参加

者数 

25人以上参加 

・館及び国内外の公文書館を含むその他機関

が実施する研修等に 78 名の職員が参加し

た。 

③年度目標期間を超え ・年度目標期間を超える債務負担数は、21件
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る債務負担 

年度目標期間中の館の

業務を効率的に実施す

るために締結した契約

について、年度目標期

間を超える債務を負担

する。 

であった。  
＜その他事項＞ 
 特になし。 

④事業年度終了時の積

立金の使途 

積立金は、翌事業年度

のデジタルアーカイブ

化の推進並びにアジア

歴史資料データベース

の構築及び情報提供に

係る業務に充てるもの

とする。 

・前期積立金は、国立公文書館法第 12 条 3

項に基づき 53,011,605 円を国庫に納付し

た。また、当期の損益計算において生じた

利益による積立金については、同条の規程

により、内閣総理大臣の承認を受けた額を

除き国庫に納付する。 

(1)体制の整備 

公文書管理法及び国立

公文書館法に基づき、

歴史公文書等の適切な

保存及び利用に向け

て、業務の質の向上及

び効率的遂行が図られ

るよう、公文書管理法

の施行実績を踏まえ、

利用請求に係る利用制

限事由の該当性審査や

行政機関における歴史

公文書等の選別等に係

る適切な判断を支援す

るための専門的技術的

助言等を適切に行う上

で必要な体制の整備に

取り組むこと。 

(2)年度目標で定める

その他業務運営に関す

る重要事項 

①体制の整備 

歴史公文書等の適切

な保存及び利用に向け

て、業務の質の向上及

び効率的遂行が図られ

るよう、公文書管理法

の施行実績を踏まえ、

利用請求に係る利用制

限事由の該当性審査や

行政機関における歴史

公文書等の選別等に係

る適切な判断を支援す

るための専門的技術的

助言等を適切に行う上

で必要な体制の整備に

取り組む。 

・平成 29 年度予算概算要求において、必要

な体制を整備するために増員要求を行っ

た結果、歴史資料等の積極収集及び提供に

係る体制拡充及び審査業務・保存業務等の

体制強化のため、10 名の増員（常勤職員１

名、非常勤職員９名）が認められた。 

 

(2)内部統制の充実・強

化 

国立公文書館法又は他

の法令に適合すること

を確保するための体制

その他業務の適正を確

保するための体制を整

備するとともに、監査

②内部統制の充実・強

化 

国立公文書館法又は

他の法令に適合するこ

とを確保するための体

制その他業務の適正を

確保するための体制を

整備するとともに、監

・平成 27 年度までに整備を行った関連規程

等に基づき、リスク管理ワーキンググルー

プを開催し、リスク管理規程、防災業務計

画、業務継続計画（BCP）を策定した。 

・監事監査を実施し、10 月から２月にかけて

定期監査として業務担当者へのヒアリン

グ及び現地・現場への実地監査が行われ

た。これらを通じた平成 28 年度監査結果
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等のモニタリングの実

施を徹底し、引き続き

内部統制の充実・強化

を図ること。 

 

査等のモニタリングの

実施を徹底し、引き続

き内部統制の充実・強

化を図る。 

は、館長に対して通知された。 

(3)職場環境の整備職

員の超過勤務時間の削

減、休暇取得やワーク

ライフバランスの推進

等職場環境の整備・構

築を図ること。 

 

③職場環境の整備 

職員の超過勤務時間

の削減、休暇取得やワ

ークライフバランスの

推進等職場環境の整

備・構築を図る。 

・職員の超過勤務時間の削減について、水曜

日を定時退館日とし、総務係からメール等

で周知・徹底を図るとともに幹部職員の声

がけ等を行い、対前年度約 12％削減した。 

・休暇取得について、平成 28 年度の取得率

は前年度と同じく 67％となった。 

・育児休暇の取得状況は、前年度３人に対し、

平成 28 年度の取得者は４人と 1 人増え、

育児休暇が取得し易い環境整備にも努め

た。 

(4)館の職員の育成職

員を館及び国内外の公

文書館その他の機関が

実施する研修等に積極

的に参加させ、資質の

向上を図るなど人材育

成を進めること。 

【指標】 

・館職員の館及び国内

外の公文書館その他の

機関が実施する研修等

への延べ参加者数：25

人以上 

上記、（１）②に記載 

 
・上記、（１）②に記載 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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